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大
災
害
で
は
わ
ず
か
の
差
で
生

死
が
分
か
れ
る
。
そ
の
一
つ
が

「
情
報
」だ
。
2
0
0
4
年
は
災
害

の
多
い
年
だ
っ
た
。
中
で
も　

月
10

　

日
に
発
生
し
た
新
潟
中
越
地
震

23

と
、
そ
の
直
前
に
日
本
列
島
を
縦
断
し
た

台
風　

号
に
は
、「
情
報
」
に
つ
い
て
改
め

23

て
考
え
さ
せ
ら
れ
た
。

　

地
震
で
は
災
害
の
全
体
状
況
を
ど

れ
だ
け
早
く
把
握
で
き
る
か
が
、
そ

の
後
の
救
難
活
動
の
成
否
の
鍵
を
握

る
。
阪
神
・
淡
路
大
震
災
か
ら　

年
、

10

あ
の
と
き
の
反
省
か
ら
、
全
国
の
ほ

ぼ
す
べ
て
の
市
町
村
に
通
信
衛
星
を

使
っ
た
防
災
行
政
無
線
ま
で
設
置
さ

れ
、
各
市
町
村
の
震
度
デ
ー
タ
が
間

髪
を
入
れ
ず
に
、
県
庁
経
由
で
気
象
庁
に

集
ま
る
よ
う
に
な
っ
た
。
と
こ
ろ
が
今
回

は
揺
れ
の
激
し
か
っ
た
県
内　

の
市
町
村

19

で
肝
心
の
情
報
シ
ス
テ
ム
が
作
動
せ
ず
、

発
生
時
の
震
度
情
報
が
県
庁
や
気
象
庁
に

届
か
な
か
っ
た
。
原
因
は
停
電
、「
非
常

電
源
装
置
」
も
役
に
立
た
な
か
っ
た
。
携

帯
電
話
も
つ
な
が
ら
な
か
っ
た
。
全
国
の

携
帯
電
話
は
8
5
0
0
万
台
、
安
否
を
気

遣
う
電
話
が
殺
到
し
た
う
え
に
、
基
地
局

の
多
く
が
こ
れ
も
停
電
で
使
え
な
く
な
っ

た
の
だ
。
こ
の
た
め
事
態
の
掌
握
に
手
間

取
っ
て
、
山
古
志
村
な
ど
で
は
、
住
民
の

安
否
の
確
認
や
救
出
活
動
が
遅
れ
て
し

ま
っ
た
。「
情
報
」シ
ス
テ
ム
は
非
常
時
に

こ
そ
活
か
さ
れ
ね
ば
な
ら
な
い
。

　

一
方
台
風　

号
で
市
街
地
の
9
割
が
水

23

に
浸
か
っ
た
兵
庫
県
豊
岡
市
で
は
、
市
内

の
河
川
の
堤
防
が
決
壊
す
る
5
時
間
前

に
、
市
か
ら
避
難
勧
告
が
出
さ
れ
、
各
家

庭
に
は
屋
内
ス
ピ
ー
カ
ー
式
の
防
災
無
線

で
伝
え
ら
れ
た
。
し
か
し
残
念
な
が
ら
避

難
し
た
の
は
1
割
だ
け
、
多
く
の
人
が
逃

げ
遅
れ
て
自
宅
に
取
り
残
さ
れ
た
。

　

私
た
ち
は「
自
分
の
と
こ
ろ
は
大
丈
夫
」

そ
う
思
い
が
ち
だ
。
で
は
ど
う
し
た
ら
危

機
意
識
を
共
有
し
て
行
動
に
移
す
こ
と
が

で
き
る
の
か
。
そ
れ
に
は
「
日
本
に
住
む

限
り
、
い
つ
で
も
ど
こ
で
も
災
害
が
来

る
」と
誰
も
が
自
覚
す
る
こ
と
が
第
一
だ
。

一
方
自
治
体
も
緊
急
情
報
の
把
握
と
同
時

に
、
住
民
へ
の
「
呼
び
か
け
」
を
よ
り
具

体
的
な
、
切
迫
感
の
あ
る
表
現
に
改

め
る
べ
き
だ
。
水
害
や
火
山
の
噴
火

な
ど
に
備
え
て
自
治
体
が
作
る
「
ハ

ザ
ー
ド
マ
ッ
プ
」（
防
災
地
図
）
も
極

め
て
有
効
だ
。
問
題
は
防
災
地
図
が

住
民
一
人
ひ
と
り
の
防
災
対
策
と
避

難
行
動
に
つ
な
が
る
具
体
的
な
「
情

報
」
と
し
て
行
き
渡
っ
て
い
な
い
こ
と

だ
。

　

い
ざ
と
い
う
と
き
に
地
域
ぐ
る
み
で
行

動
を
取
り
、
犠
牲
を
最
小
限
に
と
ど
め
る

に
は
、
平
時
の
準
備
と
心
構
え
し
か
な

い
。
山
古
志
村
の
長
島
村
長
の
「
ど
ん
な

と
き
で
も
自
分
が
村
内
の
す
べ
て
の
情
報

を
掌
握
で
き
る
よ
う
に
整
備
し
な
け
れ

ば
」
と
い
う
述
懐
が
耳
に
残
る
。

閑話休題

災

害

と

情

報

Ｎ
Ｈ
Ｋ
解
説
委
員
長　

今
井　

義
典
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全
国
町
村
会
は
平
成　

年
度
政
府
予

17

算
編
成
を
控
え
、　

月
3
日
予
算
対
策

12

本
部
を
設
置
す
る
と
と
も
に
、　

月　
12

10

日
に
常
任
理
事
会
を
開
催
し
、
会
議
終

了
後
、
役
員
が
自
民
党
と
総
務
省
の
幹

部
を
中
心
に
面
談
、
去
る　

月
2
日
開

12

催
の
全
国
町
村
長
大
会
で
採
択
し
た

「
緊
急
重
点
決
議
」、「
全
国
町
村
長
大

会
要
望
」
並
び
に
提
言
書
「
町
村
自
治

を
支
え
る
財
政
制
度
の
構
築
に
向
け
て

〜
地
方
交
付
税
制
度
の
あ
り
方
に
つ
い

て
〜
」を
提
出
し
、
現
下
の
町
村
に
と
っ

て
特
に
重
要
な
事
項
で
あ
る
地
方
交
付

税
の
確
保
と
財
源
対
策
債
を
減
額
し
な

い
こ
と
な
ど
を
中
心
に
要
請
し
た
。

　

ま
た
、
常
任
理
事
会
に
お
い
て
決
定

し
た
「
混
合
診
療
の
解
禁
に
関
す
る
意

見
」
に
つ
い
て
も
提
出
し
、
国
民
皆
保

険
制
度
の
堅
持
に
沿
っ
た
対
応
方
を
申

し
入
れ
た
。

全

国

町
村
会

年
度
政
府
予
算
編
成
で
実
行
運
動

　

年
度
政
府
予
算
編
成
で
実
行
運
動

1717

自
民
党　
写
真
上
か
ら
、
武
部
幹
事
長
・
久
間
総
務
会
長
・
与
謝
野
政
調
会
長
に
要
請
す
る
本
会
正
副
会
長

〔
参
考
〕

「
緊
急
重
点
決
議
」・「
全
国
町
村
長
大
会

要
望
」
は
、
本
誌
第
２
５
０
２
号
に
掲
載
。

提
言
書
「
町
村
自
治
を
支
え
る
財
政
制

度
の
構
築
に
向
け
て
」
は
、
本
会
ホ
ー
ム

http://w
w
w
.zck.or.jp

ペ
ー
ジ
（        
 
 
          
）
に

掲
載
。
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要
請
活
動
は
次
の
二
班
に
分
か
れ
て

実
施
し
た
。

〔
自
民
党
〕（
写
真
2
頁
に
掲
載
）

山

本

会

長（
福
岡
県
添
田
町
長
）

鹿
野
副
会
長（
宮
城
県
鹿
島
台
町
長
）

野
中
副
会
長（
京
都
府
園
部
町
長
）

石
原
副
会
長（
香
川
県
三
木
町
長
）

〔
総
務
省
〕（
写
真
3
頁
に
掲
載
）

海
老
澤
常
任
理
事（
北
海
道
上
磯
町
長
）

魚

津

監

事（
富
山
県
朝
日
町
長
）

唐
沢
常
任
理
事（
長
野
県
小
布
施
町
長
）

藤

田

監

事（
愛
知
県
小
坂
井
町
長
）

竹
田
常
任
理
事（
鳥
取
県
関
金
町
長
）

宮
城
常
任
理
事（
沖
縄
県
嘉
手
納
町
長
）

�
　

全
国
の
町
村
は
、
住
民
が
安
心
し

た
生
活
を
過
ご
せ
る
よ
う
、
国
民
皆

保
険
制
度
を
将
来
に
亘
り
堅
持
す
る

た
め
、
懸
命
の
努
力
を
傾
注
し
て
い

る
と
こ
ろ
で
あ
る
。

　

我
が
国
の
国
民
皆
保
険
制
度
は
、

混
合
診
療
の
解
禁
に

関
す
る
意
見

全
て
の
国
民
が
い
つ
で
も
、
ど
こ
で

も
、
公
平
か
つ
平
等
に
適
切
な
医
療

を
受
け
る
こ
と
が
可
能
で
あ
り
、
世

界
に
誇
る
こ
と
の
で
き
る
優
れ
た
制

度
で
あ
る
。

　

し
か
し
な
が
ら
、「
規
制
改
革
・
民

間
開
放
推
進
会
議
」
の
中
間
と
り
ま

と
め
及
び
関
係
閣
僚
等
の
発
言
で

は
、「
混
合
診
療
」（
保
険
診
療
と
保

険
外
診
療
の
併
用
）
を
解
禁
す
べ
き

と
さ
れ
て
い
る
。

　
「
混
合
診
療
」
が
解
禁
さ
れ
た
場

合
、
所
得
が
よ
り
高
い
国
民
の
み

が
、
ま
た
、
生
活
拠
点
が
よ
り
大
病

院
に
近
い
国
民
の
み
が
高
度
先
進
医

療
等
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
、
国
民

皆
保
険
制
度
の
根
幹
で
あ
る
、
公
平

か
つ
平
等
の
理
念
が
阻
害
さ
れ
る
こ

と
が
懸
念
さ
れ
、
誠
に
遺
憾
で
あ

る
。

　

今
後
と
も
、「
混
合
診
療
」
を
解
禁

す
る
こ
と
な
く
、
必
要
で
あ
れ
ば
、

現
行
の
特
定
療
養
費
制
度
を
拡
充
す

る
と
と
も
に
、
原
則
と
し
て
保
険
診

療
の
対
象
と
し
て
、
国
民
の
総
意
で

あ
る
国
民
皆
保
険
制
度
を
堅
持
す
べ

き
で
あ
る
。

総
務
省　
写
真
上
か
ら
、
麻
生
総
務
大
臣
・
香
山
事
務
次
官
・
瀧
野
自
治
財
政
局
長
に
要
請
す
る
本
会
常
任
理
事
・
監
事
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平
成　

年
度
予
算
に
お
い
て
は
、
地

１６

方
交
付
税
が
大
幅
に
削
減
さ
れ
る
な
ど

国
の
対
応
が
全
く
不
誠
実
で
あ
っ
た
た

め
、
地
方
の
信
頼
を
損
ね
る
結
果
と

な
っ
た
と
こ
ろ
で
あ
る
。
平
成　

年
度

１７

に
お
い
て
は
、　

年
度
の
轍
を
踏
ま
ぬ

１６

よ
う
、
国
は
誠
実
に
対
応
し
、
理
不
尽

な
こ
と
は
慎
み
、
国
と
地
方
の
信
頼
関

係
の
構
築
に
努
め
る
べ
き
で
あ
る
。

　

よ
っ
て
、
次
の
事
項
を
要
請
す
る
。

１
、
平
成　

年
度
の
地
方
交
付
税
総
額

１７

は
、　

年
度
以
上
の
額
を
確
保
す
べ
き

１６
�　
平
成　

年
度
の
地
方
交
付
税
は
、

１６

過
去
の
国
に
よ
る
景
気
対
策
な
ど
に

伴
い
発
行
し
た
地
方
債
の
元
利
償
還

が
ピ
ー
ク
に
達
し
つ
つ
あ
り
、
本

来
、
地
方
交
付
税
が
増
額
さ
れ
て
し

か
る
べ
き
で
あ
る
に
も
関
わ
ら
ず
、

理
不
尽
に
も
大
幅
な
削
減
が
行
わ
れ

た
と
こ
ろ
。
こ
う
し
た
事
情
に
鑑

み
、
平
成　

年
度
の
地
方
交
付
税
総

１７

額
は
、
少
な
く
と
も
平
成　

年
度
以

１６

上
の
額
を
確
保
す
べ
き
で
あ
る
こ
と
。

�　
税
源
移
譲
に
伴
い
財
政
力
格
差
が

拡
大
す
る
財
政
力
の
弱
い
地
方
団
体

に
対
し
て
は
、
地
方
交
付
税
の
財
源

調
整
、
財
源
保
障
を
強
化
し
て
対
応

す
る
必
要
が
あ
る
こ
と
か
ら
、
地
方

財
政
全
体
と
し
て
も
、
個
別
の
地
方

団
体
に
お
い
て
も
、
地
方
交
付
税
の

所
要
額
を
必
ず
確
保
す
る
こ
と
。

�　
地
方
財
政
計
画
に
お
い
て
財
源
不

足
を
算
定
す
る
に
当
た
っ
て
は
、
地

方
税
を
過
大
見
積
も
り
す
る
が
如
き

こ
と
は
厳
に
慎
し
む
こ
と
。

�　
地
方
交
付
税
を
政
府
の
政
策
誘
導

の
手
段
と
し
て
用
い
る
こ
と
は
、
今

後
、
順
次
縮
小
す
る
こ
と
。
併
せ

て
、
新
た
に
こ
う
し
た
制
度
を
設
け

た
り
、
拡
大
し
た
り
し
な
い
こ
と
。

２
、
定
率
減
税
の
縮
小
が
行
わ
れ
た

場
合
に
適
切
な
対
応
を
す
べ
き

�　
個
人
所
得
課
税
の
定
率
減
税
の
縮

小
が
行
わ
れ
た
場
合
、
個
人
住
民
税

が
増
収
と
な
る
が
、
こ
の
増
収
分

は
、
ま
ず
減
税
補
て
ん
債
を
廃
止
す

る
な
ど
補
て
ん
措
置
の
解
消
に
充
当

す
べ
き
も
の
で
あ
る
こ
と
。

�　
定
率
減
税
の
縮
小
に
よ
る
所
得
税

の
増
収
分
を
、
年
金
財
源
（
基
礎
年

金
の
国
庫
負
担
の
引
上
げ
）
に
充
当

す
る
こ
と
を
検
討
中
と
聞
く
が
、
こ

の
増
収
分
の　

パ
ー
セ
ン
ト
に
つ
い

３２

て
は
、
当
然
に
地
方
交
付
税
原
資
に

充
当
さ
れ
る
べ
き
も
の
で
あ
る
こ
と
。

３
、
地
方
六
団
体
の
参
画
に
よ
り
、
地

方
財
政
計
画
を
適
正
に
策
定
す
べ
き

�　
地
方
財
政
計
画
と
決
算
と
の
乖
離

に
関
し
、
投
資
的
経
費
の
削
減
を
行

う
の
で
あ
れ
ば
、
併
せ
て
経
常
的
経

費
の
増
額
も
同
時
一
体
的
に
是
正
す

る
こ
と
。

�　
地
方
財
政
に
関
す
る
予
見
可
能
性

を
向
上
さ
せ
る
た
め
「
中
期
地
方
財

政
ビ
ジ
ョ
ン
」
を
地
方
六
団
体
の
参

画
を
得
て
策
定
す
る
こ
と
。

�　
地
方
財
政
計
画
の
策
定
プ
ロ
セ
ス

及
び
地
方
交
付
税
の
算
定
の
プ
ロ
セ

ス
へ
の
地
方
六
団
体
の
参
画
を
早
急

に
具
体
化
す
る
こ
と
。

地方六団体代表が交付税確保を要請

　全国町村会など地方六団体の代表者は、12月14日、武部自民党幹事
長や神崎公明党代表などの与党幹部と麻生総務大臣、谷垣財務大臣など
に対し、平成17年度においては16年度以上の地方交付税総額を確保す
ることなどを求める要請活動を行った。
　本会からは、鹿野副会長（宮城県鹿島台町長）が要請活動に参加した。

△

谷
垣
財
務
大
臣
に
要
請
。

右
が
鹿
野
全
国
町
村
会
副
会
長
。

△

片
山
自
民
党
参
議
院
幹
事
長
に
要
請
。

左
か
ら
二
人
目
が
鹿
野
全
国
町
村
会
副
会
長

地
方
交
付
税
確
保
に
関
す
る
要
請
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◆
呉
越
同
舟
の
船
出

　

今
回
の
三
位
一
体
改
革
の
�
起
源
�
は
、

地
方
分
権
推
進
委
員
会
の
「
最
終
報
告
」

（
２
０
０
１
年
６
月
）
の
提
言
に
あ
る
。

「
分
権
改
革
を
完
遂
す
る
」
た
め
、
第
二
次

分
権
改
革
の
柱
に
「
税
源
移
譲
」
を
位
置

づ
け
た
か
ら
だ
。
こ
の
た
め
、
三
位
一
体

改
革
の
目
的
を
、
自
治
体
関
係
者
は
①
地

方
の
歳
出
規
模
と
地
方
税
収
の
乖
離
縮
小

②
税
財
政
面
で
の
地
方
の
自
由
・
裁
量
の

拡
大
―
な
ど
「
地
方
分
権
の
推
進
」
と
み

て
い
る
が
、
財
務
省
は
「
地
方
交
付
税
の

抑
制
」
を
、
補
助
金
所
管
省
は
「
補
助
金

の
維
持
」
を
そ
れ
ぞ
れ
「
目
的
」
に
し
て

お
り
、
三
位
一
体
改
革
は
文
字
通
り
「
呉

越
同
舟
」
の
船
出
と
な
っ
た
。

　

事
実
、
分
権
推
進
委
「
最
終
報
告
」
を

受
け
て
、
片
山
虎
之
助
前
総
務
相
が
翌　
０２

年
に
「
税
源
移
譲
試
案
」
を
提
案
す
る
が
、

財
務
省
は
「
地
方
交
付
税
の
財
源
保
障
機

能
の
廃
止
」を
前
面
に
打
ち
出
し
て
対
抗
。

そ
れ
で
も
、「
骨
太
方
針
２
０
０
２
」
で
は

「
補
助
金
、
交
付
税
、
税
源
移
譲
を
三
位
一

体
で
検
討
し
、
改
革
工
程
表
を
今
後
１
年

以
内
に
ま
と
め
る
」
こ
と
で
決
着
し
た
。

こ
れ
を
受
け
て
、「
改
革
工
程
表
」
づ
く
り

を
め
ぐ
り
、　

年
春
に
か
け
て
総
務
・
財

０３

務
両
相
が
丁
々
発
止
の
バ
ト
ル
を
展
開
。

そ
の
末
に
や
っ
と
閣
議
決
定
さ
れ
た
「
骨

太
方
針
２
０
０
３
」
で
は
、「
改
革
と
展

望
」
の
期
間
中
（　

〜　

年
度
）
に
、
①

０４

０６

補
助
金
等
は
概
ね
４
兆
円
を
廃
止
・
縮
減

②
地
方
交
付
税
は
財
源
保
障
機
能
を
縮
小

③
税
源
移
譲
は
廃
止
補
助
金
の
８
割
（
義

務
は　

割
）
を
目
安
に
移
譲
―
す
る
こ
と

１０

が
盛
り
込
ま
れ
た
。

　

こ
の
た
め
、
全
国
知
事
会
や
全
国
市
長

会
は
、
そ
の
具
体
化
を
先
導
す
る
た
め
相

次
い
で
８
〜
９
兆
円
の
補
助
金
廃
止
案
を

提
案
す
る
が
、
補
助
金
削
減
を
め
ぐ
る
関

係
省
の
調
整
は
難
航
。
事
務
次
官
協
議
で

も
調
整
で
き
ず
、
結
局
、　

年
度
予
算
案

０４

づ
く
り
が
間
近
に
迫
っ
た　

月
半
ば
、
小

１１

泉
純
一
郎
首
相
が
「
来
年
度
は
１
兆
円
規

模
の
補
助
金
廃
止
と
税
源
移
譲
を
行
う
」

と
の
裁
断
を
下
し
、
や
っ
と　

年
度
の
地

０４

方
財
政
対
策
が
決
着
、
政
府
予
算
案
が
策

定
さ
れ
た
。
と
こ
ろ
が
、
フ
タ
を
開
け
て

み
る
と
、
税
源
移
譲
は
４
、
２
０
０
億
円

だ
け
で
、
地
方
交
付
税
は
実
質　

％
、
２
・

１２

９
兆
円
の
大
幅
削
減
だ
っ
た
。
地
方
自
治

体
は
予
算
編
成
を
や
り
直
す
な
ど
大
混
乱

解　説 解　説 
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課題の多くが先送り、六団体は運動を継続

　
「
三
位
一
体
改
革
の
全
体
像
」
が　

月　

日
、
政
府
・
与
党
で
合
意
さ

11

26

れ
た
。
地
方
六
団
体
が
政
府
の
要
請
を
受
け
て
3
・
2
兆
円
の
補
助
金

改
革
案
を
ま
と
め
た
が
、
受
け
取
っ
た
政
府
は
関
係
省
・
与
党
の
猛
反

発
も
あ
り
混
迷
。
や
っ
と
ま
と
ま
っ
た
「
全
体
像
」
は
、
補
助
金
改
革

は
2
・
4
兆
円
に
と
ど
ま
り
、
生
活
保
護
な
ど
の
扱
い
は
先
送
り
さ
れ

た
。
た
だ
、
地
方
交
付
税
改
革
で
は
「
一
般
財
源
の
確
保
」「
中
期
財
政

ビ
ジ
ョ
ン
の
策
定
」
が
明
記
さ
れ
た
。
こ
の
た
め
、
町
村
関
係
者
か
ら

は
「
評
価
」
す
る
声
も
あ
る
が
、
財
務
省
は
「
交
付
税
の
削
減
」
方
針

を
変
更
す
る
考
え
は
な
く
、　

月
8
日
の
経
済
財
政
諮
問
会
議
で
は
地

12

方
財
政
計
画
規
模
を「
名
目
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比　

％
前
後
」（
実
質
法
定
率
分
）に

15

引
き
下
げ
る
案
も
提
案
さ
れ
た
。
今
回
決
着
し
た
「
全
体
像
」
で
は
、

こ
と
地
方
交
付
税
に
つ
い
て
は
、
財
務
省
が
提
唱
し
た
「
7
、
8
兆
円

の
交
付
税
削
減
」
構
想
が
「
と
り
あ
え
ず
消
え
た
だ
け
」
と
み
る
べ
き

か
も
し
れ
な
い
。

　
「
む
し
ろ
問
題
は
こ
れ
か
ら
。
来
年
度
の
政
府
予
算
や
地
方
財
政
計

画
は
も
と
よ
り
、
先
送
り
さ
れ
た
諸
事
項
に
つ
い
て
も
地
方
案
に
沿
っ

て
実
現
で
き
る
よ
う
、
地
方
が
一
致
結
束
し
、
粘
り
強
く
対
応
し
て
い

く
こ
と
が
肝
要
と
考
え
る
」
―
。　

月
2
日
の
全
国
町
村
長
大
会
で
、

12

山
本
文
男
会
長
が
あ
い
さ
つ
し
た
よ
う
に
、
三
位
一
体
改
革
の
具
体
化

は
こ
れ
か
ら
だ
。
そ
こ
で
、
今
回
の
「
全
体
像
」
の
位
置
づ
け
を
確
認

す
る
意
味
も
含
め
て
、
こ
れ
ま
で
の
経
過
を
簡
単
に
振
り
返
っ
て
み
る
。
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に
陥
り
、
三
位
一
体
改
革
の
初
年
度
は

「
闇
討
ち
の
三
位
バ
ラ
バ
ラ
改
悪
」と
酷
評

を
浴
び
た
。

　

こ
の
反
省
を
踏
ま
え
、
麻
生
太
郎
総
務

相
は
今
年
５
月
、「
３
兆
円
の
税
源
移
譲

の
先
行
決
定
」
を
提
案
。
財
務
省
が
猛
反

発
す
る
も
の
の
、
小
泉
首
相
の
指
示
を
受

け
て
閣
議
決
定
さ
れ
た
「
骨
太
方
針
２
０

０
４
」
に
は
「
３
兆
円
の
税
源
移
譲
」
が

明
記
さ
れ
た
。
同
時
に
、
税
源
移
譲
の
前

提
と
し
て
地
方
六
団
体
に
補
助
金
改
革
案

づ
く
り
も
要
請
し
た
。
税
源
移
譲
や
補
助

金
改
革
に
反
対
す
る
関
係
省
が
「
地
方
案

は
ま
と
ま
る
わ
け
が
な
い
」
と
の
認
識
か

ら
妥
協
し
た
と
い
わ
れ
る
。

◆
難
産
の
末
、
地
方
案
ま
と
ま
る

　

そ
ん
な
関
係
省
の
�
期
待
�
ど
お
り
、

地
方
六
団
体
の
補
助
金
改
革
案
づ
く
り
は

難
航
し
た
。
特
に
、
全
国
知
事
会
で
は

個
々
の
補
助
金
廃
止
を
め
ぐ
り
百
家
争

鳴
、
深
夜
に
及
ぶ
会
議
と
多
数
決
の
採
択

ま
で
行
っ
た
。
そ
れ
で
も
、
８
月　

日
の

１９

地
方
六
団
体
会
長
会
で
補
助
金
改
革
案
を

決
定
し
た
。
本
音
で
は
「
補
助
金
廃
止
に

不
安
」
を
感
じ
つ
つ
も
、「
地
方
分
権
の
推

進
」
と
の
大
目
標
の
下
、「
小
異
を
捨
て
大

同
に
つ
く
」
こ
と
で
各
六
団
体
が
合
意
し

た
も
の
だ
。
８
月　

日
に
は
小
泉
首
相
に

２４

提
出
し
た
。

　

地
方
案
は
、
第
一
期
と
第
二
期
に
分
け

て
具
体
的
な
補
助
金
廃
止
を
打
ち
出
し
た

の
が
特
徴
。
焦
点
と
な
っ
た
義
務
教
育
費

国
庫
負
担
金
で
は
中
学
校
分
の
一
般
財
源

化
を
提
案
、
小
学
校
分
は
二
期
改
革
と
し

た
。
ま
た
、
公
共
事
業
関
係
で
は
都
道
府

県
関
係
に
限
定
し
た
ほ
か
、
税
源
が
少
な

い
自
治
体
に
対
す
る
交
付
税
措
置
も
明
記

す
る
な
ど
、
市
町
村
へ
の
配
慮
も
目
立

つ
。
さ
ら
に
、
地
方
案
提
出
の
前
提
と
し

て
「
補
助
金
廃
止
と
税
源
移
譲
の
一
体
実

施
」「
国
と
地
方
の
協
議
機
関
」
の
設
置

な
ど
も
要
請
し
た
。

　

と
こ
ろ
が
、
地
方
案
を
受
け
た
政
府

が
、
今
度
は
大
混
乱
に
陥
っ
た
。
９
月
３

日
の
閣
僚
懇
談
会
で
小
泉
首
相
は
「
地
方

案
を
真
摯
に
受
け
止
め
、
政
府
一
丸
と

な
っ
て　

月
半
ば
を
目
途
に
全
体
像
を
と

１１

り
ま
と
め
る
」
よ
う
各
閣
僚
に
指
示
し
た

も
の
の
、
９
月　

日
か
ら
ほ
ぼ
毎
週
開
催

１４

さ
れ
た
「
国
と
地
方
の
協
議
の
場
」
で
、

各
省
大
臣
は
個
別
補
助
金
の
必
要
性
を
強

調
す
る
こ
と
に
終
始
。
官
房
長
官
が
各
省

に
要
請
し
た　

月　

日
ま
で
の
「
回
答
」

１０

２８

に
も
、
文
科
省
は
代
替
案
を
示
さ
ず
、
農

水
・
国
交
両
省
は
補
助
金
の
交
付
金
化
、

そ
し
て
厚
労
省
は
国
民
健
康
保
険
や
生
活

保
護
の
補
助
率
引
き
下
げ
を
提
案
。
官
房

長
官
も
「
結
果
を
み
る
と
、
今
後
一
段
と

精
力
的
な
調
整
が
必
要
」
と
述
べ
ざ
る
を

え
な
い
惨
た
ん
た
る
内
容
だ
っ
た
。

　

こ
の
た
め
、
地
方
六
団
体
は　

月　

日

１１

１７

に
は
日
本
武
道
館
で
「
真
の
三
位
一
体
改

革
実
現
の
た
め
の
１
万
人
集
会
」を
開
催
。

地
方
交
付
税
に
よ
る
財
源
措
置
や
補
助
率

カ
ッ
ト
等
の
排
除
な
ど
を
決
議
。
さ
ら

に
、「
地
方
無
視
に
は
闘
う
『
地
方
一
揆
』

の
実
行
」
を
宣
言
し
、
そ
の
実
行
組
織
と

し
て
「
地
方
分
権
推
進
連
盟
」
の
設
置
も

決
め
た
。
し
か
し
、
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
を

求
め
ら
れ
た
小
泉
首
相
は
「
地
方
案
を
真

摯
に
受
け
止
め
る
」
よ
う
繰
り
返
す
も
の

の
、「
私
の
出
番
が
な
い
よ
う
に
」
と
述

べ
、
最
後
ま
で
自
ら
調
整
に
乗
り
出
す
こ

と
は
な
か
っ
た
。

◆
全
体
像
は
「
検
討
」「
先
送
り
」

　

そ
ん
な
経
過
で
「
三
位
一
体
改
革
の
全

体
像
」
が
当
初
予
定
よ
り
１
週
間
遅
れ
て

　

月　

日
、
政
府
・
与
党
協
議
会
で
合
意

１１

２６

さ
れ
た
。
同
日
夕
刻
、
政
府
は
「
国
と
地

方
の
協
議
の
場
」
で
地
方
六
団
体
代
表
に

「
全
体
像
」
を
説
明
し
た
が
、
梶
原
全
国
知

事
会
会
長
が
開
口
一
番
「
先
送
り
事
項
に

大
き
な
問
題
が
あ
り
、
私
ど
も
の
評
価
も

先
送
り
せ
ざ
る
を
得
な
い
」
と
述
べ
た
よ

う
に
、「
全
体
像
」
は
「
先
送
り
」
や
「
曖

昧
さ
」
が
目
立
つ
も
の
と
な
っ
た
。

　

そ
れ
で
も
、「
補
助
金
改
革
」
で
は
「　
０５

年
度
と　

年
度
予
算
で
３
兆
円
程
度
を
廃

０６

止
・
縮
減
す
る
」
と
し
、「
税
源
移
譲
」

で
は
「　

年
度
措
置
分
を
含
め
概
ね
３
兆

０４

円
規
模
を
目
指
す
。
所
得
税
か
ら
個
人
住

民
税
へ
の
移
譲
で
行
う
」
こ
と
が
明
記
さ

れ
た
。

　
「
地
方
交
付
税
」
に
つ
い
て
も
、「　

、
０５

　

年
度
は
適
切
に
財
源
措
置
を
行
う
な

０６ど
、
必
要
な
一
般
財
源
を
措
置
す
る
」
こ

と
が
明
記
さ
れ
た
。
し
か
し
、「
２
０
１

０
年
代
初
頭
の
基
礎
的
財
政
収
支
黒
字
化

を
目
指
し
、
国
・
地
方
の
双
方
が
納
得
で

き
る
か
た
ち
で
歳
出
削
減
に
引
き
続
き
努

め
、　

年
度
以
降
も
地
方
財
政
計
画
の
合

０５

理
化
、
透
明
化
を
進
め
る
」
と
さ
れ
、
さ

ら
に
「　

年
度
以
降
、
地
方
財
政
計
画
の

０５

乖
離
を
是
正
し
、
適
正
計
上
を
行
う
。
そ

の
上
で
、
中
期
地
方
財
政
ビ
ジ
ョ
ン
を
策

定
す
る
」こ
と
も
併
せ
て
盛
り
込
ま
れ
た
。

こ
の
ほ
か
、
①
税
源
移
譲
に
伴
う
財
政
力

格
差
が
拡
大
し
な
い
よ
う
税
源
移
譲
分
は

基
準
財
政
収
入
額
に
１
０
０
％
算
入
（
留

保
財
源
ゼ
ロ
）
②
不
交
付
団
体
（
人
口
）

の
割
合
拡
大
に
向
け
た
改
革
検
討
③
算
定

の
簡
素
化
・
透
明
化
と
、
算
定
プ
ロ
セ
ス

に
地
方
関
係
団
体
の
参
画
を
図
る
―
こ
と

も
盛
り
込
ま
れ
た
。

　

た
だ
、
個
別
補
助
金
で
は
、
公
共
事
業

関
係
補
助
金
は
交
付
金
化
す
る
と
さ
れ
、

義
務
教
育
費
関
係
で
は　

年
度
は
暫
定
措

０５

置
と
し
結
論
は　

年
秋
の
中
教
審
の
審
議

０５

結
果
ま
で
先
送
り
さ
れ
、
国
保
で
は
新
た

な
都
道
府
県
負
担
の
導
入
が
盛
り
込
ま
れ

た
。
ま
た
、
生
活
保
護
等
の
負
担
率
引
き

下
げ
は
引
っ
込
め
た
も
の
の
、　

年
中
に

０５

「
検
討
を
行
い
、
結
論
を
得
る
」
と
さ
れ

た
。
な
お
、
国
保
の
都
道
府
県
負
担
導
入

（
都
道
府
県
財
政
調
整
交
付
金
）は　

月
６

１２

日
、
総
務
・
厚
労
・
財
務
３
省
が
、
給
付

費
の
７
％
（　

年
度
は
５
％
）
と
す
る
こ

０５

と
で
合
意
し
た
。

◆
ど
う
な
る
地
方
交
付
税
の
ゆ
く
え

　
「
全
体
像
」
決
定
を
受
け
て
、
地
方
六
団

体
は　

月　

日
に
「
多
く
の
課
題
が
先
送

１１

２９

り
さ
れ
、
地
方
の
改
革
案
の
趣
旨
か
ら
し

て
不
十
分
な
点
が
多
い
。
地
方
案
の
趣
旨

に
沿
っ
た
解
決
が
図
ら
れ
る
よ
う
、
地
方

六
団
体
は
さ
ら
に
結
束
を
強
化
し
、
そ
の

実
現
を
図
る
」
と
の
共
同
声
明
（
別
掲
）

を
発
表
。
各
都
道
府
県
知
事
か
ら
も
「
先

送
り
」
批
判
な
ど
が
相
次
い
だ
。

　

し
か
し
、
地
方
交
付
税
に
つ
い
て
は
、

「
全
体
像
」
を
了
承
し
た　

月　

日
の
夕

１１

２６

刻
、
地
方
六
団
体
代
表
は
記
者
会
見
で

「
必
要
な
一
般
財
源
の
総
額
を
確
保
す
る

こ
と
と
さ
れ
た
」
と
評
価
し
た
。
冒
頭
に

紹
介
し
た　

月
２
日
の
全
国
町
村
長
大
会

１２

で
も
、
山
本
会
長
は
「
一
般
財
源
の
総
額
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確
保
が
明
記
さ
れ
た
こ
と
は
、
大
き
な
前

進
で
あ
っ
た
」
と
述
べ
、
来
賓
と
し
て
あ

い
さ
つ
し
た
中
川
圭
一
全
国
町
村
議
会
議

長
会
会
長
も
「
我
々
町
村
に
と
っ
て
最
大

の
関
心
事
で
あ
っ
た
地
方
交
付
税
に
つ
い

て
は
、
ほ
ぼ
満
足
で
き
る
も
の
と
な
っ

た
」
と
評
価
し
た
。

　

し
か
し
、「
全
体
像
」
決
定
後
も
、
政

府
内
か
ら
は
「
中
教
審
の
結
果
次
第
で
は

義
務
教
育
費
国
庫
負
担
金
（
の
一
般
財
源

化
）
は
ゼ
ロ
に
な
る
こ
と
も
あ
る
」（
中

山
成
彬
文
科
相
）、「
生
活
保
等
の
負
担
金

改
革
は
平
成　

年
度
か
ら
実
施
す
る
」（
尾

１８

辻
秀
久
厚
労
相
）
な
ど
地
方
側
の
意
向
と

は
異
な
る
発
言
が
相
次
い
だ
。
さ
ら
に
、

谷
垣
禎
一
財
務
相
は
「
全
体
像
」
に
明
記

さ
れ
た
「
地
方
の
一
般
財
源
確
保
」
に
つ

い
て
も「
必
要
な
財
源
確
保
は
大
事
だ
が
、

そ
の
際
、
や
は
り
無
駄
を
排
除
す
る
視
点

は
当
然
貫
か
ね
ば
な
ら
な
い
。
歳
出
抑
制

を
徹
底
し
て
い
く
姿
勢
は
今
後
と
も
避
け

て
通
れ
な
い
と
考
え
て
い
る
」（　

月　

日

１１

３０

の
記
者
会
見
）
と
述
べ
、
引
き
続
き
地
方

交
付
税
の
削
減
に
取
り
組
む
考
え
を
強
調

し
た
。

　

そ
し
て
、
来
年
度
地
方
財
政
対
策
に
向

け
た
総
務
省
と
の
協
議
で
、
財
務
省
は
、

三
位
一
体
改
革
と
は
別
に
地
方
交
付
税
の

約
一
兆
円
削
減
を
主
張
し
て
い
る
ほ
か
、

地
方
財
政
計
画
の
乖
離
縮
減
も
投
資
的
経

費
分
を
２
年
間
で
一
気
に
削
減
し
、
そ
の

上
で
一
般
行
政
経
費
は
徹
底
精
査
し
必
要

額
だ
け
を
上
乗
す
る
方
針
を
示
し
た
。

　

こ
う
し
た
「
全
体
像
」
決
着
後
の
情
勢

変
化
を
踏
ま
え
、
地
方
六
団
体
代
表
は　
１２

月
７
日
、
麻
生
総
務
相
と
の
意
見
交
換
会

で
「
来
年
度
の
地
方
交
付
税
は
今
年
度
以

上
を
確
保
す
る
こ
と
」
な
ど
を
申
し
入
れ

た
。
併
せ
て
「
理
不
尽
な
交
付
税
削
減
が

講
じ
ら
れ
た
場
合
、
地
方
六
団
体
は
現
内

閣
に
対
す
る
不
信
任
決
議
運
動
を
全
国
展

開
す
る
」
と
の
「
地
方
六
団
体
代
表
者
会

議
申
し
合
わ
せ
」
も
伝
え
た
。
一
首
長
の

主
張
な
ら
と
も
か
く
、
地
方
六
団
体
共
同

の
申
し
入
れ
と
し
て
は
前
代
未
聞
の
内
容

だ
が
、
地
方
側
の
「
危
機
感
」
と
「
覚
悟
」

の
ほ
ど
を
示
し
た
も
の
と
い
え
よ
う
。

　

事
実
、
翌
８
日
に
開
か
れ
た
経
済
財
政

諮
問
会
議
で
は
、
本
間
正
明
大
阪
大
学
大

学
院
教
授
ら
民
間
議
員
が
「
中
期
的
な
経

済
財
政
運
営
」
の
一
環
と
し
て
、
地
方
の

歳
出
規
模
に
つ
い
て
「
マ
ク
ロ
経
済
か
ら

み
た
中
期
的
な
目
標
を
設
定
す
る
」
よ
う

提
案
。
そ
の
一
例
と
し
て
「
地
方
財
政
計

画
の
歳
出
総
額
の
名
目
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
に
つ
い

て
、　

％
台
全
般
を
目
途
に
３
年
間
で
引

１５

き
下
げ
る
」
こ
と
を
示
し
た
。「
全
体
像
」

に
盛
り
込
ま
れ
た
「
中
期
地
方
財
政
ビ

ジ
ョ
ン
」
の
具
体
的
目
標
の
一
例
を
提
案

し
た
も
の
だ
が
、
そ
の
内
容
は
、「
景
気
対

策
の
た
め
の
公
共
投
資
の
大
幅
な
追
加
が

行
わ
れ
る
以
前
の
水
準
、
交
付
税
総
額
を

法
定
率
分
だ
け
で
賄
う
こ
と
が
で
き
た
水

準
」
へ
の
引
き
下
げ
だ
。
ち
な
み
に
、　
０３

年
度
の
地
方
財
政
計
画
の
総
額　

・
２
兆

８６

円
は
名
目
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比　

・
３
％
と
な
っ
て

１７

お
り
、
こ
れ
を　

％
に
合
わ
せ
る
に
は

１５

　

・
６
兆
円
の
削
減
が
必
要
と
な
る
。

１１
　

そ
も
そ
も
経
済
財
政
諮
問
会
議
で
は
、

「
骨
太
方
針
」（　

年
）
以
来
、
地
方
交
付

０１

税
に
つ
い
て
は
「
客
観
的
・
単
純
で
簡
素

な
仕
組
み
」
と
「
財
源
保
障
機
能
の
縮
小
」

を
繰
り
返
し
主
張
し
続
け
て
い
る
。

　

今
回
、
新
た
に
三
位
一
体
改
革
後
に
策

定
さ
れ
る
「
中
期
地
方
財
政
ビ
ジ
ョ
ン
」

を
も
視
野
に
入
れ
た
地
方
交
付
税
改
革
の

方
策
を
打
ち
出
し
た
も
の
と
い
え
る
。

　

今
後
、
三
位
一
体
改
革
の
具
体
化
が
ど

う
展
開
さ
れ
る
か
は
な
お
不
透
明
だ
が
、

地
方
六
団
体
は
「
内
閣
不
信
任
決
議
」
運

動
を
展
開
す
る
「
覚
悟
」
で
、
今
後
も
一

致
結
束
し
て
粘
り
強
く
対
応
し
て
い
く
こ

と
が
求
め
ら
れ
る
こ
と
だ
け
は
確
か
と
い

え
そ
う
だ
。

 

（
自
治
日
報　

井
田
正
夫
）

　

平
成　

年　

月　

目
、
政
府
・
与
党

１６

１１

２６

合
意
に
よ
る
「
三
位
一
体
の
改
革
に
つ

い
て
」
が
我
々
地
方
六
団
体
に
示
さ
れ

た
。

　

こ
の
合
意
は
、
基
本
方
針
２
０
０
４

に
よ
る
要
請
に
応
え
て
提
出
し
た
地
方

六
団
体
の
「
国
庫
補
助
負
担
金
等
に
関

す
る
改
革
案
」
を
も
と
に
、
小
泉
総
理

大
臣
の
「
地
方
の
改
革
案
を
真
筆
に
受

け
止
め
る
よ
う
」
と
の
指
示
に
従
い
、

「
国
と
地
方
の
協
議
の
場
」に
お
け
る
７

回
に
及
ぶ
協
議
を
経
て
と
り
ま
と
め
ら

れ
た
も
の
で
あ
る
。

　

よ
り
よ
い
三
位
一
体
の
改
革
案
づ
く

り
の
た
め
、
国
と
地
方
が
対
等
の
立
場

で
真
剣
に
協
議
を
重
ね
た
こ
と
は
、
地

方
分
権
の
実
現
、
地
方
自
治
の
確
立
の

観
点
か
ら
画
期
的
な
こ
と
で
あ
る
。
し

か
し
、
そ
の
内
容
に
つ
い
て
み
る
と
、

多
く
の
課
題
が
先
送
り
さ
れ
る
と
と
も

に
、
地
方
の
改
革
案
の
趣
旨
か
ら
し
て

不
十
分
な
点
が
多
い
。

　

こ
れ
ら
の
課
題
に
つ
い
て
は
、
引
き

続
き
存
置
さ
れ
る
「
国
と
地
方
の
協
議

の
場
」
等
を
通
じ
て
、
地
方
の
改
革
案

の
趣
旨
に
沿
っ
た
解
決
が
図
ら
れ
る
よ

う
、
地
方
六
団
体
と
し
て
は
、
更
に
結

束
を
強
化
し
て
そ
の
実
現
に
努
力
す
る

も
の
で
あ
る
。

　

当
面
、
年
末
の
予
算
編
成
、
税
制
改

正
等
に
お
い
て
政
府
・
与
党
合
意
の
具

体
化
が
図
ら
れ
る
こ
と
に
な
る
が
、
真

の
三
位
一
体
改
革
の
実
現
が
図
ら
れ
る

よ
う
、
我
々
地
方
六
団
体
は
、
地
方
分

権
推
進
連
盟
等
を
通
じ
て
政
府
及
び
政

党
に
対
し
強
く
働
き
か
け
を
行
う
も
の

で
あ
る
。

　

ま
た
、
地
方
分
権
の
推
進
は
、
平
成

５
年
の
衆
・
参
両
院
に
よ
る
全
会
一
致

の
決
議
を
は
じ
め
、
政
府
・
国
会
に
お

け
る
確
立
し
た
方
針
で
あ
り
、
国
の
硬

直
し
た
政
治
行
政
シ
ス
テ
ム
を
改
め
、

よ
り
国
民
の
視
点
に
立
っ
た
政
治
行
政

を
推
進
し
よ
う
と
す
る
も
の
で
あ
る
。

し
た
が
っ
て
、
我
々
地
方
六
団
体
は
、

国
民
各
位
の
幅
広
い
理
解
が
得
ら
れ
る

よ
う
協
調
し
て
強
力
な
運
動
を
展
開
し

て
い
く
も
の
で
あ
る
。

「
三
位
一
体
の
改
革
に
つ
い
て
」の
共
同
声
明

（
平
成　

年　

月　

日　

地
方
六
団
体
）

１６

１１

２９
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国
と
地
方
に
関
す
る
「
三
位
一
体
の
改

革
」
を
推
進
す
る
こ
と
に
よ
り
、
地
方
の

権
限
と
責
任
を
大
幅
に
拡
大
し
、
歳
入
・

歳
出
両
面
で
の
地
方
の
自
由
度
を
高
め
る

こ
と
で
、
真
に
住
民
に
必
要
な
行
政
サ
ー

ビ
ス
を
地
方
が
自
ら
の
責
任
で
自
主
的
、

効
率
的
に
選
択
で
き
る
幅
を
拡
大
す
る
と

と
も
に
、
国
・
地
方
を
通
じ
た
簡
素
で
効

率
的
な
行
財
政
シ
ス
テ
ム
の
構
築
を
図

る
。

　

政
府
・
与
党
は
、「
基
本
方
針
２
０
０

４
」
に
基
づ
き
、
地
方
案
を
真
摯
に
受
け

止
め
、
平
成　

年
度
ま
で
の
三
位
一
体
の

１８

改
革
の
全
体
像
に
つ
い
て
、
下
記
の
と
お

り
合
意
す
る
。

　

国
庫
補
助
負
担
金
改
革
に
つ
い
て
は
、

平
成　

年
度
及
び
平
成　

年
度
予
算
に
お

１７

１８

い
て
、
３
兆
円
程
度
の
廃
止
・
縮
減
等
の

改
革
を
行
う
。

　

税
源
移
譲
は
、
別
紙
１
の
と
お
り
、
平

成　

年
度
に
所
得
譲
与
税
及
び
税
源
移
譲

１６
予
定
特
例
交
付
金
と
し
て
措
置
し
た
額
を

含
め
、
概
ね
３
兆
円
規
模
を
目
指
す
。
こ

の
税
源
移
譲
は
、
所
得
税
か
ら
個
人
住
民

税
へ
の
移
譲
に
よ
っ
て
行
う
も
の
と
し
、

個
人
住
民
税
所
得
割
の
税
率
を
フ
ラ
ッ
ト

化
す
る
こ
と
を
基
本
と
し
て
実
施
す
る
。

あ
わ
せ
て
、
国
・
地
方
を
通
じ
た
個
人
所

得
課
税
の
抜
本
的
見
直
し
を
行
う
。
ま

た
、
地
域
間
の
財
政
力
格
差
の
拡
大
に
つ

い
て
確
実
な
対
応
を
図
る
。

　

地
方
交
付
税
に
つ
い
て
は
、
平
成　

年
１７

度
及
び
平
成　

年
度
は
、
地
域
に
お
い
て

１８

必
要
な
行
政
課
題
に
対
し
て
は
適
切
に
財

源
措
置
を
行
う
な
ど
、「
基
本
方
針
２
０

０
４
」
を
遵
守
す
る
こ
と
と
し
、
地
方
団

体
の
安
定
的
な
財
政
運
営
に
必
要
な
地
方

交
付
税
、
地
方
税
な
ど
の
一
般
財
源
の
総

額
を
確
保
す
る
。
あ
わ
せ
て
、
２
０
１
０

年
代
初
頭
に
お
け
る
基
礎
的
財
政
収
支
の

黒
字
化
を
目
指
し
て
、
国
・
地
方
の
双
方

が
納
得
で
き
る
か
た
ち
で
歳
出
削
減
に
引

き
続
き
努
め
、
平
成　

年
度
以
降
も
地
方

１７

財
政
計
画
の
合
理
化
、
透
明
化
を
進
め

る
。
税
源
移
譲
に
伴
う
財
政
力
格
差
が
拡

大
し
な
い
よ
う
に
し
つ
つ
、
円
滑
な
財
政

運
営
、
制
度
の
移
行
を
確
保
す
る
た
め
、

税
源
移
譲
に
伴
う
増
収
分
を
、
当
面
基
準

財
政
収
入
額
に
１
０
０
％
算
入
（
現
行　
７５

％
）
す
る
。
決
算
を
早
期
に
国
民
に
分
か

り
や
す
く
開
示
す
る
。
平
成　

年
度
以

１７

降
、
地
方
財
政
計
画
の
計
画
と
決
算
の
乖

離
を
是
正
し
、
適
正
計
上
を
行
う
。
そ
の

上
で
、
中
期
地
方
財
政
ビ
ジ
ョ
ン
を
策
定

す
る
。

　

不
交
付
団
体
（
人
口
）
の
割
合
の
拡
大

に
向
け
た
改
革
を
検
討
す
る
。
引
き
続
き

交
付
税
の
算
定
方
法
の
簡
素
化
、
透
明
化

に
取
り
組
む
。
ま
た
、
算
定
プ
ロ
セ
ス
に

地
方
関
係
団
体
の
参
画
を
図
る
。

記

１
、
国
庫
補
助
負
担
金
の
改
革
に

つ
い
て

� 
総
額

　

平
成　

年
度
予
算
、
平
成　

年
度
予
算

１７

１８

に
お
い
て
、
地
方
向
け
国
庫
補
助
負
担
金

に
つ
い
て
３
兆
円
程
度
の
廃
止
・
縮
減
等

の
改
革
を
別
紙
２
の
と
お
り
行
う
。

� 
各
分
野

▽
文
教

①　
義
務
教
育
制
度
に
つ
い
て
は
、
そ
の

根
幹
を
維
持
し
、
国
の
責
任
を
引
き
続

き
堅
持
す
る
。
そ
の
方
針
の
下
、
費
用

負
担
に
つ
い
て
の
地
方
案
を
活
か
す
方

策
を
検
討
し
、
ま
た
教
育
水
準
の
維
持

向
上
を
含
む
義
務
教
育
の
在
り
方
に
つ

い
て
幅
広
く
検
討
す
る
。

　

こ
う
し
た
問
題
に
つ
い
て
は
、
平
成

　

年
秋
ま
で
に
中
央
教
育
審
議
会
に
お

１７い
て
結
論
を
得
る
。

②　
中
央
教
育
審
議
会
の
結
論
が
出
る
ま

で
の
平
成　

年
度
予
算
に
つ
い
て
は
、

１７

暫
定
措
置
を
講
ず
る
。

▽
社
会
保
障

①　
国
民
健
康
保
険
に
つ
い
て
は
、
地
方

へ
の
権
限
移
譲
を
前
提
に
、
都
道
府
県

負
担
を
導
入
す
る
。

▽
公
共
等
そ
の
他

①　
国
の
関
与
の
必
要
の
な
い
小
規
模
事

業
等
に
つ
い
て
は
、
廃
止
・
縮
減
等
を
行

う
。

②　
公
共
投
資
関
係
の
補
助
金
の
交
付
金

化
に
つ
い
て
は
、
省
庁
の
枠
を
越
え
て

一
本
化
す
る
な
ど
、
地
方
の
自
主
性
・
裁

量
性
を
格
段
に
向
上
さ
せ
る
。
地
域
再

生
の
取
り
組
み
に
お
い
て
も
三
位
一
体

の
改
革
に
資
す
る
も
の
と
な
る
よ
う
留

意
す
る
。

③　
歴
史
的
、
地
理
的
、
社
会
的
事
情
等
の

特
殊
事
情
に
鑑
み
、
沖
縄
等
特
定
地
域

に
お
い
て
講
じ
ら
れ
て
い
る
補
助
制
度

に
係
る
特
例
措
置
に
つ
い
て
は
、
そ
の

趣
旨
を
踏
ま
え
必
要
な
措
置
を
講
ず
る
。

� 
国
に
よ
る
基
準
・
モ
ニ
タ
ー
等
チ
ェ
ッ

ク
の
仕
組
み
補
助
負
担
金
の
廃
止
・
縮
減

に
よ
っ
て
移
譲
さ
れ
た
事
務
事
業
に
つ
い

て
は
、
地
方
団
体
の
裁
量
を
活
か
し
な
が

ら
、
確
実
に
執
行
さ
れ
る
こ
と
を
担
保
す

る
仕
組
み
を
検
討
す
る
。

２
、
税
源
移
譲
に
つ
い
て

　

税
源
移
譲
は
、
別
紙
１
の
と
お
り
、
平

成　

年
度
に
所
得
譲
与
税
及
び
税
源
移
譲

１６
予
定
特
例
交
付
金
と
し
て
措
置
し
た
額
を

含
め
、
概
ね
３
兆
円
規
模
を
目
指
す
。

　

こ
の
税
源
移
譲
は
、
所
得
税
か
ら
個
人

住
民
税
へ
の
移
譲
に
よ
っ
て
行
う
も
の
と

し
、
個
人
住
民
税
所
得
割
の
税
率
を
フ

ラ
ッ
ト
化
す
る
こ
と
を
基
本
と
し
て
実
施

す
る
。
あ
わ
せ
て
、
国
・
地
方
を
通
じ
た

個
人
所
得
課
税
の
抜
本
的
見
直
し
を
行

う
。
ま
た
、
地
域
間
の
財
政
力
格
差
の
拡

大
に
つ
い
て
確
実
な
対
応
を
図
る
。

３
、
地
方
交
付
税
の
改
革
に
つ
い
て

� 
平
成　

年
度
、
平
成　

年
度
は
、
地
域

１７

１８

に
お
い
て
必
要
な
行
政
課
題
に
対
し
て

は
、
適
切
に
財
源
措
置
を
行
う
な
ど
「
基

本
方
針
２
０
０
４
」
を
遵
守
す
る
こ
と
と

し
、
地
方
団
体
の
安
定
的
な
財
政
運
営
に

必
要
な
地
方
交
付
税
、
地
方
税
な
ど
の
一

般
財
源
の
総
額
を
確
保
す
る
。
あ
わ
せ

て
、
２
０
１
０
年
代
初
頭
の
基
礎
的
財
政

収
支
黒
字
化
を
目
指
し
て
、
国
・
地
方
の

双
方
が
納
得
で
き
る
か
た
ち
で
歳
出
削
減

に
引
き
続
き
努
め
、
平
成　

年
度
以
降
も

１７

地
方
財
政
計
画
の
合
理
化
、
透
明
化
を
進

め
る
。

� 
税
源
移
譲
に
伴
う
財
政
力
格
差
が
拡

三三三三三三三三三三三三三三三三三三三三三三三三三三三三三三三三三
位位位位位位位位位位位位位位位位位位位位位位位位位位位位位位位位位
一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一
体体体体体体体体体体体体体体体体体体体体体体体体体体体体体体体体体
ののののののののののののののののののののののののののののののののの
改改改改改改改改改改改改改改改改改改改改改改改改改改改改改改改改改
革革革革革革革革革革革革革革革革革革革革革革革革革革革革革革革革革
ににににににににににににににににににににににににににににににににに
つつつつつつつつつつつつつつつつつつつつつつつつつつつつつつつつつ
いいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいい
ててててててててててててててててててててててててててててててててて

（
平
成　

年　

月　

日　

政
府
・
与
党
）

16

11

26
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大
し
な
い
よ
う
に
し
つ
つ
、
円
滑
な
財
政

運
営
、
制
度
の
移
行
を
確
保
す
る
た
め
、

税
源
移
譲
に
伴
う
増
収
分
を
、
当
面
基
準

財
政
収
入
額
に
１
０
０
％
算
入
（
現
行　
７５

％
）
す
る
。

� 
決
算
を
早
期
に
国
民
に
分
か
り
や
す

く
開
示
す
る
。
平
成　

年
度
以
降
、
地
方

１７

財
政
計
画
の
計
画
と
決
算
の
乖
離
を
是
正

し
、
適
正
計
上
を
行
う
。

そ
の
上
で
、
中
期
地
方
財
政
ビ
ジ
ョ
ン
を

策
定
す
る
。

� 
不
交
付
団
体
（
人
口
）
の
割
合
の
拡
大

に
向
け
た
改
革
を
検
討
す
る
。

� 
引
き
続
き
交
付
税
の
算
定
方
法
の
簡

素
化
、
透
明
化
に
取
り
組
む
。
ま
た
、
算

定
プ
ロ
セ
ス
に
地
方
関
係
団
体
の
参
画
を

図
る
。

４
、
国
に
よ
る
関
与
・
規
制
の
見
直
し

　

地
方
か
ら
の
提
言
に
係
る
国
に
よ
る
関

与
・
規
制
の
見
直
し
に
つ
い
て
は
、
別
紙

３
の
と
お
り
と
す
る
。

併
せ
て
、
地
方
公
共
団
体
の
事
業
執
行
の

円
滑
化
、
事
務
負
担
の
軽
減
の
観
点
か

ら
、
地
方
公
共
団
体
の
ニ
ー
ズ
を
踏
ま

え
、
地
方
公
共
団
体
向
け
補
助
金
等
の
執

行
過
程
に
お
け
る
適
正
化
等
に
つ
い
て
、

別
紙
４
の
措
置
を
講
ず
る
。

５
、
そ
の
他

　

上
記
に
つ
い
て
、
経
済
財
政
諮
問
会
議

に
お
い
て
、
適
切
に
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ

（
追
跡
調
査
）
を
行
う
。

　別紙１

 １．概ね３兆円規模の税源移譲を目指す。 

 ２．概ね３兆円規模の税源移譲のうち、その８割方について次のとおりとする。 

・義務教育費国庫負担金（暫定） ８，５００億円程度

（平成１７年度分（暫定） ４，２５０億円）

・国民健康保険 ７，０００億円程度

・文教（義務教育費国庫負担金を除く） １７０億円程度

・社会保障（国民健康保険を除く） ８５０億円程度

・農水省 ２５０億円程度

・経産省 １００億円程度

・公営住宅家賃収入補助 ６４０億円程度

・総務省、環境省 ９０億円程度

平成１６年度分 ６，５６０億円程度

 
税源移譲額　合計 ２４，１６０億円程度

 ３．平成１７年中に、以下について検討を行い、結論を得る。 

（１）生活保護・児童扶養手当に関する負担金の改革

（２）公立文教施設等、建設国債対象経費である施設費の取扱い

（３）その他

（注）

①　生活保護費負担金及び児童扶養手当の補助率の見直しについては、地

方団体関係者が参加する協議機関を設置して検討を行い、平成１７年秋

までに結論を得て、平成１８年度から実施する。

②　公立文教施設費の取り扱いについては、義務教育のあり方等について

平成１７年秋までに結論を出す中央教育審議会の審議結果を踏まえ、決

定する。
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別紙２　 平成１７年度及び平成１８年度に行う３兆円規模の国庫補助負担金改革の工程表  

概　　　　　要取組み状況

生活情報体制整備等交付金、交通事故相談所交付金、民間資金等活用事業調査費補助金等１０億円程度内 閣 本 府

消防防災設備整備費補助金（緊急消防援助隊関係設備分を除く）、地域情報通信ネット
ワーク基盤整備事業費補助金、情報通信システム整備促進費補助金等

９０億円程度総　務　省

減額相当分は税源移譲予定特例交付金（教職員給与費を基本に配分）により措置
義務教育費国庫負担金
８，５００億円程度の減額（暫定）
（うち１７年度分（暫定）４，２５０億円）

文部科学省

要保護及準要保護児童生徒援助費補助金、教育研修事業費等補助金、高等学校等奨学事
業費補助金、学校教育設備整備費補助金　等

その他の国庫補助負担金等
２３０億円程度

国民健康保険国庫負担、養護老人ホーム等保護費負担金、児童保護費補助金（産休代替
保育士費等補助金等）、在宅福祉事業費補助金（生活支援ハウス等）、社会福祉施設等施
設整備費補助金・負担金　等

９，３４０億円程度厚生労働省

経営体育成基盤整備事業費補助、治山事業費補助、農道整備事業費補助、水土保全林整
備治山事業費補助、協同農業普及事業交付金、農業委員会交付金　等

３，０４０億円程度農林水産省

小規模企業等活性化補助金、中心市街地商業等活性化総合支援事業費補助金、産業再配
置促進環境整備費補助金、輸入関連事業者集積促進事業費補助金　等

１８０億円程度経済産業省

公営住宅家賃対策等補助（公営住宅家賃収入補助）、住宅産業構造改革等推進補助金、
土地利用転換計画策定等補助金、土地分類調査費補助金、特定賃貸住宅建設融資利子補
給補助　等

６，６４０億円程度国土交通省

環境監視調査等補助金、鳥獣等保護事業費補助金、廃棄物処理施設整備費補助　等５４０億円程度環　境　省

２８，３９０億円合　　　計

（注）２８，３９０億円のうち１７，７００億円は税源移譲につながる改革
４，７００億円はスリム化の改革
６，０００億円は交付金化の改革

別紙３　 国による関与・規制の具体的事例に対する各府省の対応 

各府省の対応事　　　　　例省庁名№

構造改革特区において入居者の安全が確保されている
場合に容認している。

木造による社会福祉施設の整備が困難。厚生労働省１

構造改革特区において公立保育所の外部給食搬入を容
認している。

幼稚園、保育所の施設設置基準が異なり、保育所は調理室
をもうけることが義務づけられている。公立保育所につ
いても基準の見直しがされていない。

厚生労働省２

地域再生計画の申請があり、認定基準を満たす場合、活
性化施設を直売施設などに転用することを認める。

中山間地域総合整備事業により整備した活性化施設では
直売施設等が認められていない。

農林水産省３

合理性がある場合にば各省各庁の長の承認を受けるこ
とにより補助目的外に転用できる。なお地域再生プロ
グラムで認定を受ければ転用は可能。

国庫補助事業で整備した施設の目的外使用の場合、補助
金を返還しなければならないため、ボランティア団体へ
の貸出しができない。

財　務　省４

現行制度でも対応可能であるが、効果的運用等につい
て真摯に検討する。

廃棄家電の引取等に関する監督業務について地方公共団
体は権限を有していない。

経済産業省
環　境　省

５

基準、審査の廃止、地方への権限移譲は困難だが、市町
村のバリアフリー化の基本構想の作成を支援する。

福祉のまちづくりでの地方の総合行政に際して、バリアフ
リー法による国の基準、審査、命令が障害となっている。

国土交通省６

複数の機関がそれぞれの性格に合った機能を持ち、当
事者が選択できるシステムとしている。

個別的労使紛争の解決が国の事務とされ、地方と競合し
ている。

厚生労働省７
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持続性の高い農業生産方式の範囲（同方式を構成する技
術）について、都道府県の要望を踏まえた拡充を行う。

持続性の高い農業生産方式の導入に際して、地方の特性
を生かすことができない。

農林水産省８

平成１７年度から、大臣間協議等の活用による一体的な
整備を推進する。海岸保全施設の整備が一体的にできない。国土交通省

農林水産省
９

地方からの提案の詳細、具体的なニーズ等を確認の上
で、真摯に検討する。

商工会議所の定款（役員及び部会部分）変更の認可権限が
国と都道府県に分れている。

経済産業省１０

農地制度改革の中で検討していく。大規模な農地転用について国の許可、協議が必要農林水産省１１

すでに規制は廃止されている。国定公園内の新たな遊歩道整備に係る計画変更が困難。環　境　省１２

協議に係る都道府県等の負担軽減を図ることにより、
迅速な処分を促進するよう検討を進める。

新住宅市街地開発法に基づき造成した宅地の処分に関し
て、国交大臣との協議が必要だが、時間がかかり、迅速な
処分が困難。

国土交通省１３

土地利用計画の柔軟な見直しを容易にすることにより、
迅速な処分を促進するよう検討を進める。

新住宅市街地開発法に係る土地利用計画の一部変更に時
間を要し、迅速な処分が困難。

国土交通省１４

民間事業者を積極的に活用することにより、迅速な処
分を促進するよう検討を進める。

新住宅市街地開発法に係る小規模宅地処分が困難国土交通省１５

平成１６年中に、協議期間を従来の３０日から１５日に短縮
する。

松くい虫の防除作業のための区域指定の協議に時間がか
かる。

農林水産省１６

条例の定め等によって現行制度でも対応可能である。認可保育所の入所要件が障害となっている。厚生労働省１７

必要な措置であり廃止困難であるが、必要に応じて、協
議時間の短縮化、地方公共団体の負担軽減のための措
置を検討する。（国土交通省、農林水産省、環境省）

地方公共団体の各種基本計画にかかる国の関与が障害と
なっている。

国土交通省
農林水産省
環　境　省

１８

職業訓練の機会が十分確保されないおそれがあり、廃
止できない。

職業能力開発校の設置が義務づけられており、利用者が
少なくなっても廃校できない。

厚生労働省１９

各府省において、地方の指摘を踏まえ、地方公共団体の
過重な負担にならないよう適切に運用すべき。（総務
省）

国から地方公共団体への資料提出要求が後を絶たず、地
方の過大な負担になっている。

各　府　省２０

（注）地方六団体の「国庫補助負担金等に関する改革案」（別表３）について、各府省から提出された検討結果等をまとめたものである。

別紙４　 地方公共団体向け補助金等の執行過程における適正化等  

　地方公共団体向け補助金等（以下「補助金等」という。）の執行については、地方公共団体の事業執行の円滑化、事務負担の軽
減の観点から、これまでも各般の措置がとられてきているが、現状においてもなお不十分であるとの地方の声を国として真摯に受
け止め、そのニーズを踏まえた抜本的な改善を図るために、以下の措置を講ずるものとする。

○　補助金等の交付決定については、年度後半とりわけ年度末近くに行われている補助金等が少なくない現状に鑑み、できる限
り第１四半期に行うように努め、遅くとも原則上半期に行う。
　　また、補助金等の交付についても、概算払い等を可能な限り活用し、上記の趣旨を踏まえ、地方公共団体の円滑な事業執行
に資するよう早期に行う。
○　地方向け補助金等の交付申請手続きについては、事前手続も含め、一層簡素化することとし、各省各庁において地方の要望
を聴取し、各大臣が責任を持って具体的改善を図る。
○　なお、地方公共団体の事業執行の円滑化、事務負担の軽減のみならず、自主性の尊重の観点からも、できる限り地方の裁量
権を確保できる仕組みとなるような交付金化等を図る。

　これらは、地方のみならず、国の行政効率化にも著しく資することを踏まえ、その実現のため、各大臣は自らリーダーシップを
とって改革に取り組み、実施状況を官房長官に報告することとする。
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活 動

事
業
概
要

　

本
組
合
は
、
町
村
職
員
の
所
有
す
る
住
宅

の
火
災
に
よ
っ
て
生
ず
る
財
産
の
損
害
を
相

互
救
済
す
る
た
め
、
昭
和
二
十
九
年
四
月
消

費
生
活
協
同
組
合
法
に
準
拠
し
た
職
域
生
協

と
し
て
発
足
し
、
火
災
共
済
事
業
を
開
始
し

た
。
そ
の
後
、
モ
ー
タ
リ
ゼ
ー
シ
ョ
ン
の
進

行
で
、町
村
職
員
の
自
動
車
の
保
有
も
増
加
、

こ
れ
に
比
例
し
自
動
車
事
故
も
多
発
化
し
、

偶
然
の
自
動
車
事
故
に
よ
っ
て
生
ず
る
町
村

職
員
の
経
済
負
担
も
著
し
い
こ
と
か
ら
、
昭

和
四
十
二
年
四
月
よ
り
自
動
車
共
済
事
業
を

併
せ
て
実
施
し
た
。
両
事
業
開
始
以
来
、
事

業
内
容
の
改
善
充
実
に
つ
と
め
、
協
同
互
助

の
精
神
に
基
づ
く
町
村
職
員
等
の
生
活
の
安

定
に
寄
与
す
る
こ
と
に
最
大
限
の
努
力
を
傾

注
し
、
今
日
に
至
っ
て
い
る
。

　

平
成
十
五
年
度
の
事
業
概
要
は
下
記
の
と

お
り
で
、
組
合
員
に
つ
い
て
は
、
前
年
度
比

二
、
〇
五
三
人（
〇
・
九
％
）の
減
と
な
っ
た
。

　

火
災
共
済
事
業
は
、
契
約
件
数
で
前
年
度

よ
り
二
、
五
〇
一
件（
二
・
一
％
）の
減
と
な

り
、
共
済
掛
金
も
、
前
年
度
比
二
億
一
、
五
六

二
万
余
円
（
一
二
・
二
％
）
の
減
と
な
っ
た
。

風
水
雪
害
特
約
共
済
は
、
契
約
件
数
で
前
年

度
よ
り
五
四
件（
〇
・
二
％
）の
減
と
な
り
、共

済
掛
金
も
、
前
年
度
比
四
、
三
六
八
万
余
円

（
一
三
・
三
％
）の
減
と
な
っ
た
。

　

な
お
、火
災
共
済
、風
水
雪
害
共
済
と
も
に

契
約
口
数
は
増
と
な
っ
て
お
り
、
同
共
済
の

掛
金
の
大
幅
な
減
は
、
平
成
十
六
年
一
月
の

契
約
よ
り
、
そ
れ
ぞ
れ
一
口
当
た
り
の
掛
金

を　

円
引
き
下
げ
た
こ
と
に
よ
る
も
の
で
あ

１０
る（
火
災
共
済
七
〇
円
↓
六
〇
円
・
風
水
害
共

済
六
〇
円
↓
五
〇
円
）。

　

自
動
車
共
済
事

業
で
は
、
契
約
台

数
は
前
年
度
比

一
、
四
八
五
台

（
〇
・
七
％
）の
増

と
な
り
、
共
済
掛

金
も
、二
、六
八
四

万
余
円
（
〇
・
五

％
）
の
増
と
な
っ

た
。

　

一
方
、
共
済
金

の
支
払
は
、
火
災

共
済
事
業
で
前
年

度
比
一
五
〇
件

（
三
三
・
〇
％
）の

減
と
な
り
、
共
済

金
合
計
に
お
い
て

も
二
億
六
、
一
四

六
万
余
円（
四
一
・

二
％
）
の
減
と
な
っ

た
。
ま
た
、
災
害

見
舞
金
の
給
付
件

数
に
つ
い
て
は
前

年
度
二
〇
件
に
比
し
、五
三
件
、災
害
見
舞

金
に
し
て
一
、
一
一
三
万
余
円
の
給
付
が

あ
っ
た
。
さ
ら
に
、
風
水
雪
害
特
約
共
済

金
の
給
付
に
つ
い
て
は
前
年
度
比
五
件

（
一
一
・
六
％
）の
減
と
な
り
、共
済
金
に
お

い
て
も
、一
、四
二
二
万
余
円（
三
〇
・
九

％
）の
減
と
な
っ
た
。

　

自
動
車
共
済
事
業
で
は
、
支
払
件
数
で

前
年
度
比
四
六
四
件（
四
・
八
％
）の
増
と

な
っ
た
が
、
共
済
金
に
お
い
て
は
、
四
、
九
八

〇
万
余
円（
一
・
九
％
）の
減
と
な
っ
た
。

　

本
年
度
に
お
け
る
事
業
剰
余
金
を
も
っ

て
す
る
事
業
利
用
分
量
割
戻
金
の
配
分
率

は
、
火
災
共
済
が
四
三
・
七
三
％
、
風
水
雪

害
特
約
共
済
が
三
三
・
六
四
％
、自
動
車
共

済
が
一
四
・
五
四
％
と
な
っ
た
。

１
、
組
合
加
入
の
状
況

　

平
成
十
五
年
度
末
現
在
の
組
合
員
数
は

二
二
四
、九
〇
二
人
で
前
年
度
に
比
し
二
、

〇
五
三
人（
〇
・
九
％
）減
少
し
た
。
ま
た
、

出
資
金
に
つ
い
て
は
、
前
年
度
に
比
し
一

億
一
、一
一
九
万
余
円（
五
・
八
％
）増
の
二

〇
億
四
、
〇
一
四
万
余
円
と
な
っ
た
。
な

お
、
本
年
度
に
お
け
る
割
戻
金
の
一
部
を

出
資
金
に
充
当
し
た
額
は
一
億
五
、
〇
九

六
万
余
円
と
な
っ
た
。

２
、
共
済
契
約
状
況

�
火
災
共
済

事
業

①
火
災
共
済

　

契
約
件
数

は
一
一
七
、

九
七
八
件
で

前
年
度
に
比

し
二
、
五
〇

一
件（
二
・
一

％
）
減
少
し

た
が
、
契
約

口
数
は
二

五
、
五
九
七

口
（
〇
・
一

％
）
増
加
し

た
。共
済
掛

金
は
一
五
億

四
、
九
一
一

万
余
円
で
、

平
成
一
六
年

一
月
か
ら
の

掛
金
の
引
き

町
村
職
員
生
協
火
災
・
自
動
車
共
済
事
業
の
概
要
報
告

平

成

十
五
年
度

表１　組合加入状況
出 資 金口数人員区 分
２，０４０，１４６，７３０円２０，４０１，４６７口２２４，９０２人平成１５年度
１，９２８，９４８，６５０１９，２８９，４８７２２６，９５５平成１４年度
１１１，１９８，０８０１，１１１，９８０△２，０５３比 較 増 減

５．８％５．８％△０．９％増 減 率
１，９０３，３８２，３８０円１９，０３３，９２４口２０６，７５２人平成１３年度

（注）△印は減を示す。
出資金額は預り出資金（１口１００円未満の端数口数の累計額）
１，３４７，４３０円を含む。

表２　火災共済加入状況
共 済 掛 金契 約 口 数共済契約件数区 分
１，５４９，１１６，９４０円２５，２０１，７８５口１１７，９７８件平成１５年度
１，７６４，７４４，２２０２５，１７６，１８８１２０，４７９平成１４年度
△２１５，６２７，２８０２５，５９７△２，５０１比 較 増 減

△１２．２％０．１％△２．１％増 減 率
１，７６０，４１９，１５０円２５，１１１，９９９口１２２，１８４件平成１３年度

（注）△印は減を示す。

表３　風水雪害特約共済加入状況
特約共済掛金契 約 口 数特約付加件数区 分
２８４，４９５，５００円５，５８４，１６６口２７，５３７件平成１５年度
３２８，１７９，３３０５，４５８，６９９２７，５９１平成１４年度
△４３，６８３，８３０１２５，４６７△５４比 較 増 減

△１３．３％２．３％△０．２％増 減 率
３２６，２９０，９２０円５，４２９，９２８口２７，８６８件平成１３年度

（注）△印は減を示す。

表４　自動車共済加入状況
共 済 掛 金契 約 台 数区 分
５，８４０，８６３，８３０円２２６，５９７件平成１５年度
５，８１４，０１７，３６０２２５，１１２平成１４年度
２６，８４６，４７０１，４８５比 較 増 減

０．５％０．７％増 減 率
５，７００，８６８，６４０円２１９，９８７台平成１３年度

表５　火災共済金支払状況

損 害 率合 計失火見舞費用共済金残存物取片づけ費用共済金臨 時 費 用 共 済 金火 災 共 済 金区 分 金 額件 数金 額件 数金 額件 数金 額件 数
２７．４％４２５，２２２，６１２円３７０，８２０円４件１２，８８５，７９６円１２３件３８，３９０，６５７円３０６件３７３，５７５，３３９円３０４件平成１５年度

４０．６％７１７，２９８，１２８８１７，５５３４１９，２９４，４５８１５２６２，１４６，５５７４５８６３５，０３９，５６０４５４平成１４年度

△１３．２△２９２，０７５，５１６△４４６，７３３－△６，４０８，６６２△２９△２３，７５５，９００△１５２△２６１，４６４，２２１△１５０比 較 増 減

－△４０．７％△５４．６％－△３３．２％△１９．１％△３８．２％△３３．２％△４１．２％△３３％増 減 率

４０．２％７０７，７５３，２３１円２，０６０，０００円６件２０，１１２，３１５円１０９件６６，７８４，１０８円４４５件６１８，７９６，８０８円４４５件平成１３年度
（注）△印は減を示す。

表６　見舞金支払状況
一件当たりの見舞金見 舞 金件 数区 分

２１０，１５１円１１，１３８，０００円５３件平成１５年度
９６，２５０１，９２５，０００２０平成１４年度
１１３，９０１９，２１３，０００３３比 較 増 減
１１８．３％４７８．６％１６５％増 減 率
１０５，０６３円５，０４３，０００円４８件平成１３年度

全
国
町
村
職
員
生
活
協
同
組
合

　

全
国
町
村
職
員
生
活
協
同
組
合
が
行
う
火
災
共
済
お
よ
び
自
動
車
共
済
の
平
成
十
五
年

度
事
業
概
要
お
よ
び
決
算
に
つ
い
て
は
、
本
年
七
月
八
日
に
開
催
さ
れ
た
総
代
会
の
議
決

を
得
た
の
で
、
定
款
の
規
定
に
基
づ
き
次
の
と
お
り
公
告
す
る
。
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活 動

下
げ
に
よ
り
、前
年
度
よ
り
二
億
一
、五
六
二

万
余
円（
一
二
・
二
％
）の
減
と
な
っ
た
。ま
た
、

一
件
当
り
平
均
口
数
は
二
一
三
口（
二
、一
三

〇
万
円
）と
な
り
前
年
度
よ
り
五
口（
五
〇
万

円
）の
増
と
な
っ
て
い
る
。

②
風
水
雪
害
特
約
共
済

　

特
約
付
加
件
数
は
二
七
、
五
三
七
件
で
前

年
度
に
比
し
五
四
件（
〇
・
二
％
）減
少
し
た
。

特
約
共
済
掛
金
は
、二
億
八
、四
四
九
万
余
円

で
、
平
成
一
六
年
一
月
か
ら
の
掛
金
の
引
き

下
げ
に
よ
り
、前
年
度
よ
り
四
、三
六
八
万
余

円（
一
三
・
三
％
）の
減
と
な
っ
た
。
な
お
、火

災
共
済
契
約

件
数
に
対
す

る
特
約
付
加

件
数
の
割
合
は
二
三
・
三
％
で
あ
っ
た
。

�
自
動
車
共
済
事
業

　

契
約
台
数
は
二
二
六
、
五
九
七
台
と
前
年

度
に
比
し
一
、四
八
五
台（
〇
・
七
％
）増
加
し

た
。
共
済
掛
金
も
五
八
億
四
、
〇
八
六
万
余

円
と
な
り
、前
年
度
よ
り
二
、六
八
四
万
余
円

（
〇
・
五
％
）増
と
な
っ
た
。
ま
た
、一
台
当
り

の
平
均
共
済
掛
金
額
は
二
五
、
七
七
六
円
と

な
っ
た
。

３
、
共
済
事
故
状
況

�
火
災
共
済
事
業

①
火
災
共
済

�ア
 

共
済
金

　

支
払
件
数
は
、
共
済
金
で
一
五
〇
件
（
三

三
・
〇
％
）減
の
三
〇
四
件
、臨
時
費
用
共
済

金
で
一
五
二
件（
三
三
・
二
％
）

減
の
三
〇
六
件
、
残
存
物
取
片

づ
け
費
用
共
済
金
で
二
九
件

（
一
九
・
一
％
）減
の
一
二
三
件
、

失
火
見
舞
費
用
共
済
金
で
前
年

同
数
の
四
件
と
な
り
、
共
済
金
の
合
計
は
前

年
度
に
比
し
二
億
九
、
二
〇
七
万
余
円
（
四

〇
・
七
％
）減
の
四
億
二
、五
二
二
万
余
円
と

な
り
、損
害
率
は
、前
年
度
よ
り
一
三
・
二
ポ

イ
ン
ト
低
い
二
七
・
四
％
と
な
っ
た
。

　

な
お
、
本
年
度
は
既
発
生
罹
災
の
う
ち
共

済
金
が
未
請
求
と
な
っ
て
い
る
共
済
金
支
払

予
定
額
と
し
て
、三
、五
二
六
万
余
円
の
火
災

共
済
支
払
備
金
を
計
上
し
、
平
成
十
六
年
度

に
繰
越
す
こ
と
と
な
っ
た
。

�イ
 

見
舞
金

　

前
年
度
に
比
し
件
数
で
三
三
件
増
の
五
三

件
、見
舞
金
額
で
九
二
一
万
余
円
増
の
一
、一

一
三
万
余
円
と
な
っ
た
。

②
風
水
雪
害
特
約
共
済

　

支
払
件
数
は
、
特
約
共
済
金
で
五
件
（
一

一
・
六
％
）減
の
三
八
件
、臨
時
費
用
共
済
金

で
五
件（
一
一
・
六
％
）減
の
三
八
件
、残
存
物

取
片
づ
け
費
用
共
済
金
で
五
件（
二
九
・
四

％
）
増
の
二
二
件
と
な
り
、
共
済
金
の
合
計

は
前
年
度
に
比
し
一
、五
九
八
万
余
円（
二

九
・
九
％
）減
の
三
、七
五
三
万
余
円
と
な

り
、
損
害
率
は
、
全
体
で
前
年
度
よ
り
三
・

一
ポ
イ
ン
ト
低
い
一
三
・
二
％
と
な
っ
た
。

　

な
お
、本
年
度
は
既
発
生
罹
災
の
う
ち
共

済
金
が
未
請
求
と
な
っ
て
い
る
共
済
金
支
払

予
定
額
と
し
て
、四
二
三
万
余
円
の
風
水
雪

害
特
約
共
済
支
払
備
金
を
計
上
し
、平
成

十
六
年
度
に
繰
越
す
こ
と
と
な
っ
た
。

�
自
動
車
共
済
事
業

�ア
 

共
済
金

　

支
払
件
数
は
、
前
年
度
に
比
し
対
物
賠

償
で
四
六
三
件（
五
・
三
％
）増
の
九
、二
三

二
件
、対
人
賠
償
で
は
一
件（
〇
・
一
％
）増

の
八
三
四
件
と
な
っ
た
。

　

ま
た
、
共
済
金
に
お
い
て
は
前
年
度
に
比

し
対
物
賠
償
で
五
、
六
七
六
万
余
円

（
三
・
三
％
）増
の
一
七
億
七
、九
四
二

万
余
円
、対
人
賠
償
に
お
い
て
は
一
億

六
五
六
万
余
円（
一
一
・
二
％
）減
の

八
億
四
、〇
七
一
万
余
円
と
な
り
、共

済
金
の
合
計
は
、
前
年
度
に
比
し
四
、

九
八
〇
万
余
円（
一
・
九
％
）減
の
二

六
億
二
、
〇
一
四
万
余
円
と
な
っ
た
。

損
害
率
は
、全
体
で
前
年
度
よ
り
一
・

〇
ポ
イ
ン
ト
低
い
四
四
・
九
％
と
な
っ

た
。

　

な
お
、本
年
度
は
、既
発
生
事
故
の

う
ち
、共
済
金
が
未
請
求
と
な
っ
て
い
る

共
済
金
支
払
予
定
額
と
し
て
、一
七
億

七
、七
〇
〇
万
余
円
の
自
動
車
共
済

支
払
備
金
を
計
上
し
、平
成
十
六
年

度
へ
繰
越
す
こ
と
と
な
っ
た
。

�イ
 

臨
時
費
用

　

支
払
件
数
は
前
年
度
に
比
し
傷
害

で
一
九
件（
二
九
・
七
％
）増
の
八
三

件
、死
亡
は
八
件（
七
二
・
七
％
）増
の

一
九
件
と
な
っ
た
。

　

ま
た
、
臨
時
費
用
の
金
額
は
傷
害

で
五
七
万
円（
二
九
・
七
％
）増
の
二

四
九
万
円
、
死
亡
は
八
〇
万
円
（
七

二
・
七
％
）
増
の
一
九
〇
万
円
と
な

り
、
臨
時
費
用
の
合
計
は
、
前
年
度

に
比
し
一
三
七
万
円（
四
五
・
四
％
）

増
の
四
三
九
万
円
と
な
っ
た
。

表７　風水雪害特約共済金支払状況

損害率合 計
残存物取片づけ費用共済金臨 時 費 用 共 済 金特 約 共 済 金

区 分
金 額件 数金 額件 数金 額件 数

１３．２％３７，５３６，７１２円９５９，９６４円２２件４，７７０，８９０円３８件３１，８０５，８５８円３８件平成１５年度
１６．３％５３，５１７，２５０５８０，０５７１７６，９０４，８３８４３４６，０３２，３５５４３平成１４年度
△３．１△１５，９８０，５３８３７９，９０７５△２，１３３，９４８△５△１４，２２６，４９７△５比 較 増 減
－△２９．９％６５．５％２９．４％△３０．９％△１１．６％△３０．９％△１１．６％増 減 率
７．０％２２，８０９，８４０円３０８，２５７円１４件２，９３４，９８３円３９件１９，５６６，６００円３９件平成１３年度

（注）△印は減を示す。

表８　自動車共済金支払状況

損害率
合 計対 人 賠 償 共 済 金対 物 賠 償 共 済

区 分
金 額件 数金 額件 数金 額件 数

４４．９％２，６２０，１４４，２０６円１０，０６６件８４０，７１９，５３９円８３４件１，７７９，４２４，６６７円９，２３２件平成１５年度
４５．９２，６６９，９５１，９７９９，６０２９４７，２８９，１６６８３３１，７２２，６６２，８１３８，７６９平成１４年度
△１．０△４９，８０７，７７３４６４△１０６，５６９，６２７１５６，７６１，８５４４６３比 較 増 減
―△１．９％４．８％△１１．２％０．１％３．３％５．３％増 減 率

５２．５％２，９９３，５２８，０１０円１０，２５８件１，１７１，３３７，８５１円９８０件１，８２２，１９０，１５９円９，２７８件平成１３年度
（注）△印は減を示す。

表９　自動車共済臨時費用支払状況
合 計死 亡傷 害

区 分
金 額件 数金 額件 数金 額件 数
４，３９０，０００円１０２件１，９００，０００円１９件２，４９０，０００円８３件平成１５年度
３，０２０，０００７５１，１００，０００１１１，９２０，０００６４平成１４年度
１，３７０，０００２７８００，０００８５７０，０００１９比 較 増 減

４５．４％３６．０％７２．７％７２．７％２９．７％２９．７％増 減 率
４，９９０，０００円１２９件１，６００，０００円１６件３，３９０，０００円１１３件平成１３年度

表１０　平成１４年度全国町村職員生活協同組合損益計算書
利 益 の 部損 失 の 部

金 額科 目金 額科 目
７，６７４，４７６，２７０円共 済 掛 金１．３，０８２，９０３，５３０円支 払 共 済 金１．
６，４８７，３８３，０００共済契約準備金戻入２．１５，５２８，０００見 舞 金 等２．
１４４，０３２，６９１資 産 運 用 収 益３．２，２３０，２７７，４８３管理費及び諸経費３．
７，８１７，７０３雑 収 入４．６，７５４，９８７，０００共済契約準備金繰入４．
４９５，０６１，５６０特 別 利 益５．１２，０８３，６９６，０１３小 計

２，７２５，０７５，１５１経 常 剰 余 金
１４，８０８，７７１，１６４合 計１４，８０８，７７１，１６４合 計

２，７２５，０７５，１５１税引前当期剰余金１．
２４１，４３３，６６４法 人 税 等２．

２，４８３，６４１，４８７当期剰余金（計）３．
９０，８２３，３１９前期繰越剰余金４．

２，５７４，４６４，８０６当期未処分剰余金（計）５．
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環
境
基
本
条
例
を
施
行
し
て
い
る

町
は
、
同
条
例
に
基
づ
き
「
町
環
境

白
書
」
を
作
成
し
た
。
町
の
環
境
に

対
す
る
取
り
組
み
成
果
を
年
度
ご
と

に
評
価
し
て
い
く
の
が
ね
ら
い
。
平

成　

年
度
の
リ
サ
イ
ク
ル
率
が　

％

１５

７３

に
達
す
る
な
ど
、
町
民
の
環
境
に
関

す
る
取
り
組
み
が
着
実
に
進
ん
で
い

る
こ
と
が
明
ら
か
と
な
っ
た
。

�

�

　

町
は
、
温
泉
施
設
を
求
め
る
町
民

の
声
を
受
け
て
温
泉
を
掘
削
。
わ
き

出
た
温
泉
を
利
用
し
て
、
共
同
浴
場

や
露
天
風
呂
、
サ
ウ
ナ
な
ど
が
あ
る

公
設
民
営
の
温
泉
休
憩
施
設
の
整
備

を
進
め
て
い
る
。
施
設
は
延
床
面
積

約
２
０
０
０
㎡
、
隣
接
す
る
宿
泊
施

設
と
つ
な
げ
る
計
画
で
平
成　

年
度

１７

オ
ー
プ
ン
の
予
定
。

�

�

　

六
郷
、
千
畑
、
仙
南
の
３
町
村
が

合
併
し
て
誕
生
し
た
ば
か
り
の
町

は
、
自
転
車
を
生
か
し
た
ま
ち
づ
く

り
計
画
に
取
り
組
ん
で
い
る
。
町
企

画
課
を
事
務
局
に
、
町
民
な
ど
で
組

織
す
る
「
美
郷
町
サ
イ
ク
ル
タ
ウ
ン

協
議
会
」
を
発
足
し
、
町
内
５
か
所

で
自
由
に
乗
り
降
り
で
き
る
自
転
車

の
レ
ン
タ
ル
サ
ー
ビ
ス
を
始
め
た
。

　

村
は
、
東
京
都
杉
並
区
と
「
ま
る

ご
と
保
養
地
協
定
」
を
締
結
し
た
。

�
�
�
�
�

�
�
�
�
�
�
�
�
	

宮
城
県

田
尻
町

�
�
�
�
�
�
�
�

�
�
�
�
�
�
�
�
	



秋
田
県

美
郷
町

同
村
を
訪
れ
た
杉
並
区
民
に
は
名
刺

大
の
「
ま
る
ご
と
保
養
地
村
民
証
」

が
渡
さ
れ
、
協
定
に
賛
同
す
る
村
内

１
０
０
以
上
の
宿
泊
、
観
光
施
設
の

割
引
サ
ー
ビ
ス
（
１
泊
１
割
引
以
上

な
ど
）
が
受
け
ら
れ
る
仕
組
み
。
協

定
期
間
は
３
年
間
。

　

森
林
を
食
い
荒
ら
す
ニ
ホ
ン
ジ
カ

に
よ
る
被
害
が
深
刻
化
し
て
い
る
町

は
、
駆
除
し
た
シ
カ
の
肉
を
食
用
に

加
工
し
、
販
売
用
と
し
て
提
供
す
る

こ
と
を
決
め
、
平
成　

年
秋
ま
で
に

１７

加
工
施
設
を
建
設
す
る
。
頭
数
管
理

で
駆
除
し
た
シ
カ
の
有
効
利
用
策
と

し
て
導
入
し
た
も
の
で
、
地
域
特
産

品
と
し
て
も
期
待
さ
れ
て
い
る
。

　

町
は
、
周
辺
市
町
と
合
併
を
し
な

い
で
町
単
独
で
自
立
し
た
場
合
の
今

後　

年
間
の
財
政
見
通
し
を
予
測
し

３０
た
「
自
立
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
」
の

作
成
を
進
め
て
い
る
。
シ
ミ
ュ
レ
ー

シ
ョ
ン
は
年
内
に
全
戸
配
布
す
る
予

定
で
、
各
自
治
会
ご
と
に
自
立
シ

ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
を
主
要
テ
ー
マ
と

す
る
住
民
説
明
会
を
開
催
す
る
。

�

�

　

町
は
、
町
民
の
健
康
を
維
持
し
、

介
護
予
防
を
図
っ
て
い
く
た
め
、
中

高
年
齢
者
を
対
象
と
し
た
健
康
体
操

を
検
討
し
て
い
る
。
体
操
の
内
容

は
、
町
の
保
健
師
と
Ｎ
Ｐ
Ｏ
の
ス

ポ
ー
ツ
ク
ラ
ブ
が
共
同
で
つ
く
り
、

町
民
体
育
館
に
お
い
て
い
く
つ
か
の

コ
ー
ス
ご
と
に
年
間
の
プ
ロ
グ
ラ
ム

�
�
�
�
�
�
�
�
	


�

�
�
�
�
�
�
�

山
梨
県

田
富
町

を
通
じ
て
実
施
し
て
い
く
予
定
。

�

�

　

町
は
、
推
理
作
家
の
横
溝
正
史
が

同
町
に
疎
開
し
『
本
陣
殺
人
事
件
』

な
ど
代
表
作
を
書
き
上
げ
た
縁
が
あ

る
こ
と
か
ら
、
主
人
公
の
「
金
田
一

耕
助
」
を
イ
メ
ー
ジ
し
た
携
帯
電
話

の
ス
ト
ラ
ッ
プ
を
作
製
し
販
売
し
て

い
る
。
限
定
９
５
０
個
、
５
０
０
円

で
、
一
般
公
開
さ
れ
て
い
る
疎
開
宅

で
販
売
し
て
い
る
。

　

町
は
、
毎
月
１
回
発
行
し
町
内
全

戸
に
配
布
し
て
い
る
町
の
広
報
誌

「
総
合
誌
に
し
の
し
ま
」
に
、　

月
号

１１

か
ら
企
業
な
ど
の
広
告
を
掲
載
し
て

い
る
。
広
報
誌
の
内
容
を
充
実
さ
せ

る
た
め
の
財
源
を
確
保
し
て
い
く
の

が
ね
ら
い
で
、
広
告
料
は
１
マ
ス
８

㎝
×
６
㎝
で
１
回
３
０
０
０
円
。

�

�

　

町
は
、
廃
校
と
な
っ
た
小
学
校
の

有
効
活
用
を
図
っ
て
い
く
た
め
、
山

口
県
立
大
学
の
移
動
キ
ャ
ン
パ
ス
と

し
て
再
利
用
す
る
「
と
く
ぢ
サ
テ
ラ

イ
ト
キ
ャ
ン
パ
ス
」
を
平
成　

年
度

１７

か
ら
実
施
す
る
。
同
大
学
の
研
究
室

に
小
学
校
の
教
室
を
使
っ
て
も
ら
う

ほ
か
、
公
開
講
座
や
住
民
と
の
交
流

ゼ
ミ
な
ど
を
開
催
し
て
い
く
計
画

�

�

　

町
は
、
町
民
参
加
型
の
ま
ち
づ
く

り
を
推
進
す
る
た
め
、「
協
働
―
み

ん
な
で
と
も
に
考
え
、
と
も
に
歩
む

４
つ
の
事
業
」と
題
し
た
パ
ン
フ
レ
ッ

�
�
�
�
�
�

�
�
�
�
�
�
�
�
	



岡
山
県

真
備
町

�
�
�
�
�
�
�
�
	



�
�
�
�
�
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�
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山
口
県

徳
地
町

�
�
�
�
�
�
�
�
	


�

�
�
�
�
�
�
�
�
�
	



香
川
県

豊
浜
町

ト
を
作
成
し
、
町
内
全
戸
に
配
布
し

た
。パ
ン
フ
は
Ａ
４
判
で
、
町
政
出

前
懇
談
会
、
町
長
あ
て
メ
ー
ル
、
政

策
提
言
制
度
な
ど
４
施
策
を
紹
介

し
、
町
民
参
加
を
促
し
て
い
る
。

　

町
で
は
、
海
洋
レ
ジ
ャ
ー
拠
点
と

し
て
４
億
５
０
０
０
万
円
を
投
入
し

整
備
し
て
い
た
町
営
の
「
津
屋
崎

ヨ
ッ
ト
ハ
ー
バ
ー
」
が
完
成
し
、
供

用
を
開
始
し
た
。
ヨ
ッ
ト
ハ
ー
バ
ー

に
は
約　

ｍ
か
ら
約　

ｍ
の
桟
橋
４

５０

９０

本
を
設
置
。
陸
上
保
管
と
合
わ
せ
、

１
７
８
隻
の
ヨ
ッ
ト
や
モ
ー
タ
ー

ボ
ー
ト
が
収
容
で
き
る
。

�

�

　

町
は
、
商
工
会
や
婦
人
会
な
ど
と

連
携
し
て
地
域
を
Ｐ
Ｒ
す
る
Ｃ
Ｄ
を

作
製
し
販
売
し
て
い
る
。
地
元
の
名

所
や
イ
ベ
ン
ト
な
ど
を
詞
に
盛
り
込

み
、
町
民
に
よ
る
バ
ン
ド
が
作
曲
し

た
「
大
町
三
色
す
み
れ
音
頭
」「
大

町
カ
ゴ
カ
キ
ブ
ギ
」の
２
曲
入
り
で
、

１
枚
５
０
０
円
で
販
売
し
て
い
る
。

�

�

　

単
独
で
の
存
続
を
選
択
し
た
町
は
、

町
民
等
が
委
員
を
務
め
る
行
財
政
改

革
検
討
委
員
会
を
設
置
し
、
町
民
と

の
協
働
に
よ
る
行
財
政
改
革
に
取
り

組
ん
で
い
る
。
委
員
会
は
熊
本
大
学

助
教
授
と
町
民
代
表
８
人
で
構
成
。

５
０
０
項
目
以
上
に
及
ぶ
事
務
事
業

を
見
直
し
、
今
年
度
内
に
行
財
政
改

革
の
基
本
方
針
を
取
り
ま
と
め
る
。

�
�
�
�
�
�
�
�
�
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賀
県
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町
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�
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熊
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苓
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（第三種郵便物認可） 第２５０３号平成１６年１２月２０日１５ 町 村 週 報

情 報

町
村
週
報
主
要
索
引

平
成　

年
8
月
〜
平
成　

年　

月

16

16

12

2
4
8
9
号
〜
2
5
0
3
号

　
〈
活　

動
〉

集
中
豪
雨
に
よ
る
災
害
復
旧
で
緊
急
要
望

＝
全
国
町
村
会 

　

２
４
８
９　

�

地
方
六
団
体
代
表
・
片
山
（
自
民
党
Ｐ
Ｔ
）

座
長
と
意
見
交
換 

２
４
８
９　

�

山
本
全
国
町
村
会
長
が
合
併
シ
ン
ポ
ジ
ウ

ム
で
意
見
陳
述 

２
４
９
０　

�

国
庫
補
助
負
担
金
改
革
案
を
小
泉
内
閣
総

理
大
臣
に
提
出
＝
地
方
六
団
体

 

２
４
９
２　

�

山
本
会
長
が
補
助
金
改
革
案
で
意
見
＝
自

民
党
総
務
部
会
・
地
方
税
財
政
改
革
Ｐ
Ｔ

合
同
会
議 

２
４
９
２　

�

国
庫
補
助
負
担
金
等
に
関
す
る
改
革
案
＝

地
方
六
団
体 

２
４
９
２　

�

山
本
全
国
町
村
会
長
が
自
民
党
重
点
政
策

推
進
委
で
意
見 

２
４
９
３　

�

宮
本
財
政
部
会
長
が　

年
度
政
府
予
算
で

１７

要
望 

２
４
９
３　

�

山
本
全
国
町
村
会
長
・
介
護
保
険
制
度
改

革
で
意
見
＝
公
明
党
介
護
保
険
制
度
改
革

委
員
会 

２
４
９
３　

�

「
国
と
地
方
の
協
議
の
場
」初
会
合
を
開
催

 

２
４
９
４　

�

全
国
町
村
長
大
会
は　

月
２
日
＝
全
国
町

１２

村
会 

２
４
９
４　

�

地
方
財
政
対
策
で
総
務
大
臣
と
意
見
交
換

＝
地
方
六
団
体 

２
４
９
５　

�

台
風
に
よ
る
市
災
害
復
旧
・
平
成　

年
新

１６

潟
県
中
越
地
震
で
緊
急
要
望
＝
全
国
町
村

会 

２
４
９
９　

�

平
成　

年
度
町
村
有
物
件
災
害
共
済
事
業

１５

の
概
要
報
告
＝
全
国
自
治
協
会

 

２
４
９
９　

�

石
原
副
会
長
が　

年
度
税
制
改
正
な
ど
で

１７

要
望
＝
自
民
党
総
務
部
会
・
地
方
行
政
調

査
会
等
合
同
会
議 

２
５
０
０　

�

地
方
六
団
体
代
表
が
総
務
大
臣
と
意
見
交

換 

２
５
０
０　

�

地
方
分
権
推
進
総
決
起
大
会
ひ
ら
く
＝
地

方
六
団
体 

２
５
０
１　

�

山
本
会
長
が
道
州
制
、
三
位
一
体
改
革
で

意
見
陳
述
＝
第　

次
地
方
制
度
調
査
会

２８

 

２
５
０
１　

�

全
国
町
村
長
大
会
開
く 

２
５
０
２　

�

「
町
村
自
治
の
発
展
を
支
え
る
財
政
制
度

の
構
築
に
向
け
て
」
を
刊
行

 

２
５
０
２　

�

　

年
度
政
府
予
算
編
成
で
実
行
運
動

１７
 

２
５
０
３　

�

地
方
六
団
体
代
表
が
交
付
税
確
保
を
要
請

 

２
５
０
３　

�

平
成　

年
度
町
村
職
員
生
協
火
災
・
自
動

１５

車
共
済
事
業
の
概
要
報
告
＝
全
国
町
村
職

員
生
活
協
同
組
合 

２
５
０
３　

�

　
〈
政　

策
〉

一
般
歳
出
上
限　

兆
２
０
０
０
億
円
＝
平

４８

成　

年
度
概
算
要
求
基
準

１７

 

２
４
８
９　

�

不
交
付
団
体
が
１
３
４
団
体
に
増
加
＝
平

成　

年
度
普
通
交
付
税
大
綱
（
解
説
）

１６

 

２
４
９
１　

�

新
基
本
計
画
に
向
け
て
中
間
論
点
整
理
＝

食
料
・
農
業
・
農
村
政
策
審
議
会

 

２
４
９
１　

�

増
加
数
、
増
加
率
と
も
に
過
去
最
低
＝
住

民
基
本
台
帳
人
口（
平
成　

年
３
月　

日
）

１６

３１

 

２
４
９
２　

�

財
政
収
支
を
仮
試
算
し
、
交
付
税
を
要
求

＝
平
成　

年
度
総
務
省
予
算
概
算
要
求
施

１７

策
（
解
説
） 

２
４
９
４　

�

公
共
投
資　

％
増
、
統
合
補
助
金
化
な
ど

１７

推
進
＝
平
成　

年
度
国
土
交
通
省
予
算
概

１７

算
要
求
重
点
施
策
（
解
説
）

 

２
４
９
５　

�

補
助
金
の
統
合
・
交
付
金
化
で
地
方
の
裁

量
高
め
る
＝
平
成　

年
度
農
林
水
産
省
予

１７

算
概
算
要
求
重
点
施
策
（
解
説
）

 

２
４
９
６　

�

問
題
行
動
へ
の
対
応
、
就
職
支
援
な
ど
に

重
点
＝
平
成　

年
度
文
部
科
学
省
予
算
概

１７

算
要
求
重
点
施
策
（
解
説
）

 

２
４
９
７　

�

な
お
続
く
人
口
自
然
減
と
高
齢
化
の
進
行

＝
平
成　

年
度
版
過
疎
対
策
の
状
況

１５

 

２
４
９
８　

�

社
会
保
障
事
務
費
な
ど
、
年
末
の
折
衝
で

＝
平
成　

年
度
厚
生
労
働
省
予
算
概
算
要

１７

求
重
点
施
策
（
解
説
） 

２
４
９
８　

�

脱
温
暖
化
、
循
環
型
社
会
が
柱
＝
平
成　
１７

年
度
環
境
省
予
算
概
算
要
求
重
点
施
策

（
解
説
） 

２
４
９
９　

�

地
方
公
共
団
体
に
お
け
る
情
報
化
の
推
進

状
況
＝
総
務
省
調
査 

２
５
０
０　

�

三
位
一
体
改
革
の
意
見
書
を
首
相
に
提
出

＝
第
２
８
次
地
方
制
度
調
査
会

 

２
５
０
１　

�

「
三
位
一
体
改
革
の
全
体
像
」
ま
と
ま
る

（
解
説
） 

２
５
０
３　

�

　
〈
論　

説
〉

三
位
一
体
の
改
革
と
地
方
六
団
体
改
革
案

の
実
現　

千
葉
大
学
教
授
・
東
京
大
学
名

誉
教
授　

大
森　

彌 

２
５
０
１　

�

　
〈
随　

想
〉

二
兎
追
う
者
は
一
兎
も
得
ず

　

神
奈
川
県
町
村
会
長
・
葉
山
町
長

 

守
屋
大
光　

２
４
８
９　

�

行
く
先
を
案
じ
つ
つ

　

青
森
県
脇
野
沢
村
長

 

山
崎
隆
一　

２
４
９
０　

�

わ
が
愛
す
べ
き
郷
土
〜
鈴
鹿
川
の
流
れ
と

と
も
に
〜

　

三
重
県
関
町
長

 

清
水
孝
哉　

２
４
９
１　

�

就
任　

年
を
振
り
返
っ
て

１４

　

滋
賀
県
町
村
会
長
・
中
主
町
長

 

田
中
政
之　

２
４
９
２　

�

富
士
川
舟
運
の
町
・
鰍
沢

　

山
梨
県
町
村
会
長
・
鰍
沢
町
長

 

石
川
洋
司　

２
４
９
３　

�
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住
民
参
画
に
よ
る
「
ま
ち
づ
く
り
」

　

京
都
府
井
手
町
長

 

汐
見
明
男　

２
４
９
４　

�

き
ら
り
と
光
る
町
を
め
ざ
し
て

　

鳥
取
県
日
南
町
長

 

矢
田
治
美　

２
４
９
５　

�

リ
ゾ
ー
ト
施
設
を
中
心
と
し
た
ま
ち
づ
く

り
へ
の
挑
戦

　

長
崎
県
伊
王
島
町
長

 

池
下　

守　

２
４
９
６　

�

町
は
ま
る
ご
と
博
物
館
、
町
民
み
ん
な
が

学
芸
員

　

山
形
県
朝
日
町
長

 

清
野　

隆　

２
４
９
７　

�

〝
キ
ラ
リ
と
光
る
〞
ま
ち
づ
く
り

　

愛
媛
県
伊
方
町
長

 

中
元
清
吉　

２
４
９
８　

�

知
床
世
界
自
然
遺
産
登
録
を
目
指
し
て

　

北
海
道
斜
里
町
長

 

午
来　

昌　

２
４
９
９　

�

少
子
化
時
代
に
思
う
こ
と

　

福
井
県
大
飯
町
長

 

時
岡　

忍　

２
５
０
０　

�

子
守
唄
の
里　

五
木
村

　

熊
本
県
五
木
村
長

 

西
村
久
徳　

２
５
０
３　

�

　
〈
フ
ォ
ー
ラ
ム
〉

森
の
交
響
曲
―
ツ
ー
リ
ズ
ム
は
創
造
へ
の

誘
い
―

 

熊
本
県
小
国
町　

２
４
８
９　

�

定
住
と
交
流
の
、
元
気
あ
ふ
れ
る
町

 

北
海
道
知
内
町　

２
４
９
０　

�

首
都
圏
か
ら
の
身
近
な
憩
い
の
里
づ
く
り

 

埼
玉
県
両
神
村　

２
４
９
５　

�

に
っ
ぽ
ん
の
新
し
い
ふ
る
さ
と
を
目
指
し
て

 

山
形
県
朝
日
町　

２
４
９
６　

�

地
域
資
源
と
住
民
活
力
を
活
か
し
て

 

大
分
県
安
心
院
町　

２
４
９
７　

�

千
年
の
学
校
と
地
域
づ
く
り

 

静
岡
県
本
川
根
町　

２
４
９
９　

�

美
し
く
豊
か
な
ま
ち
を
目
指
し
て

 

神
奈
川
県
真
鶴
町　

２
５
０
０　

�

　
〈
情　

報
〉

平
成　

年
度
市
町
村
長
及
び
市
町
村
議
会

１６

議
長
総
務
大
臣
表
彰
式
挙
行
さ
れ
る

 

２
４
９
６　

�

新
任
都
道
府
県
町
村
会
長
の
略
歴

（
埼
玉
県
） 

２
４
９
０　

�

新
任
都
道
府
県
町
村
会
長
の
略
歴

（
大
分
県
） 

２
４
９
１　

�

新
任
都
道
府
県
町
村
会
長
の
略
歴

（
滋
賀
県
） 

２
４
９
８　

�

都
道
府
県
別
市
町
村
数

（
平
成　

年
８
月
１
日
現
在
） 
２
４
９
０　

�

１６

都
道
府
県
別
市
町
村
数

（
平
成　

年
９
月
１
日
現
在
） 
２
４
９
２　

�

１６

都
道
府
県
別
市
町
村
数

（
平
成　

年　

月
１
日
現
在
） 
２
４
９
５　

�

１６

１０

都
道
府
県
別
市
町
村
数

（
平
成　

年　

月
１
日
現
在
） 
２
４
９
８　

�

１６

１１

都
道
府
県
別
市
町
村
数

（
平
成　

年　

月
６
日
現
在
） 
２
５
０
２　

�

１６

１２

町
村
週
報
主
要
索
引

（
平
成　

年
４
月
〜
７
月
） 

２
４
８
９　

�

１６

町
村
週
報
主
要
索
引

（
平
成　

年
８
月
〜　

月
） 

２
５
０
３　

�

１６

１２

カ
プ
セ
ル
Ｎ
Ｏ
Ｗ
＆
Ｎ
Ｅ
Ｗ

２
４
８
９
〜
２
４
９
３
、
２
４
９
５
、

２
４
９
７
〜
２
５
０
１
、
２
５
０
３

政
策
レ
ー
ダ
ー

２
４
８
９
、
２
４
９
１
〜
２
４
９
７
、

２
４
９
９
〜
２
５
０
１
、
２
５
０
３
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随 想
　

全
国
の
子
守
唄
を
代
表
す
る
「
五
木

の
子
守
唄
」
発
祥
の
地
、
五
木
村
は
子

守
唄
と
と
も
に
戦
後
、
一
躍
有
名
と
な

り
ま
し
た
。

　

貧
し
い
山
村
で
は
年
頃
の
子
供
さ
ん

を
他
人
の
家
に
子
守
奉
公
に
出
す
こ
と

が
あ
り
ま
し
た
。

　

親
や
姉
妹
と
も
別
れ
、
見
ず
知
ら
ず

の
家
で
寂
し
い
、
辛
い
思
い
を
し
な

が
ら
、
幼
い
子
娘
が
子
供
を
あ
や
し

な
が
ら
歌
っ
た
唄
が
「
お
ど
ま
い
や

い
や
、
泣
く
子
の
守
り
は
、
泣
く
と

言
わ
れ
て
憎
ま
れ
る
」「
つ
ら
い
も
ん

ば
い
、
他
人
の
飯
は
、
煮
え
ち
ゃ
お

れ
ど
も
、
の
ど
こ
さ
ぐ
」。
あ
や
し

て
も
泣
き
止
ま
な
い
子
供
、
そ
れ
を

子
守
が
下
手
と
憎
ま
れ
る
。
あ
る
い

は
御
飯
は
煮
え
て
い
て
も
喉
を
通
り

に
く
い
と
、
他
人
の
家
で
の
境
遇
を

歌
っ
た
も
の
、
子
守
娘
は
ふ
る
さ
と

の
山
を
見
、
悲
し
さ
辛
さ
の
あ
ま
り

「
お
ど
ん
が
、
お
父
ち
ゃ
ん
は
、
あ
の

山
お
ら
す
、
お
ら
す
と
思
え
ば
、
行

こ
ご
た
る
」
と
、
幼
い
子
守
娘
が
辛

さ
の
あ
ま
り
口
ず
さ
ん
だ
唄
が
、
こ

の
五
木
の
子
守
唄
で
あ
り
ま
す
。

　

歌
詞
は
九
十
ほ
ど
あ
り
ま
す
が
、
こ

の
唄
は
、
い
つ
頃
か
ら
歌
わ
れ
、
ま
た
、

だ
れ
が
作
っ
た
か
も
わ
か
ら
な
い
、
口

か
ら
耳
へ
と
伝
承
さ
れ
て
い
る
も
の
で

あ
り
ま
す
。

　

五
木
村
に
と
り
ま
し
て
、
こ
の
子
守

唄
は
宝
で
あ
り
財
産
で
あ
り
、
誇
り
で

も
あ
り
ま
す
。

　

そ
こ
で
、
村
の
中
心
地
に
は
子
守
唄

公
園
を
整
備
し
、
さ
ら
に
ふ
る
さ
と
創

生
事
業
で
実
施
し
た
子
守
像
の
彫
刻
コ

ン
ク
ー
ル
優
秀
作
十
二
基
を
村
内
各
地

に
建
立
し
て
お
り
、
村
外
か
ら
訪
れ
る

皆
さ
ん
か
ら
大
変
親
し
ま
れ
て
お
り
ま

す
。

　

五
木
村
は
九
州
の
ほ
ぼ
中
央
に
位
置

し
、
九
州
脊
梁
の
南
端
で
、
千
メ
ー
ト

ル
級
の
山
岳
が
連
な
っ
て
お
り
、
山
々

を
源
と
す
る
深
い
渓
谷
が
集
ま
っ
て
川

辺
川
と
な
り
、
日
本
三
大
急
流
の
一
つ

で
あ
る
球
磨
川
と
人
吉
市
で
合
流
し
、

八
代
海
へ
と
注
い
て
い
ま
す
。

　

面
積
は
二
五
二
・
九
四
ヘ
ク
タ
ー
ル

内
九
七
パ
ー
セ
ン
ト
が
山
林
で
、
農
耕

地
は
一
パ
ー
セ
ン
ト
程
度
で
、
昔
は
そ

の
ほ
と
ん
ど
が
焼
畑
で
し
た
。

　

戦
前
、
戦
後
は
木
炭
の
主
産
地
と
し

て
、
そ
の
後
は
木
材
、
紙
パ
ル
プ
の
生

産
が
盛
ん
と
な
り
、
そ
れ
に
引
き
続
き

昭
和
五
十
年
代
前
半
ま
で
は
造
林
事
業

で
景
気
も
よ
く
、
活
気
が
あ
り
ま
し

た
。

　■
 

子
守
唄
の
里　

五
木
村熊 本 県

 五 木   村 長
いつ き

西 村 久 徳

△

道
の
駅
と
子
守
唄
彫
刻
像

市市市市市市市市市市市市市市市市市市市市市市市市市市市市市市市市市
町町町町町町町町町町町町町町町町町町町町町町町町町町町町町町町町町
村村村村村村村村村村村村村村村村村村村村村村村村村村村村村村村村村
長長長長長長長長長長長長長長長長長長長長長長長長長長長長長長長長長
特特特特特特特特特特特特特特特特特特特特特特特特特特特特特特特特特
別別別別別別別別別別別別別別別別別別別別別別別別別別別別別別別別別
セセセセセセセセセセセセセセセセセセセセセセセセセセセセセセセセセ
ミミミミミミミミミミミミミミミミミミミミミミミミミミミミミミミミミ
ナナナナナナナナナナナナナナナナナナナナナナナナナナナナナナナナナ
ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー

―
受
講
者
募
集
中
―

市
町
村
ア
カ
デ
ミ
ー
で
は
、
来
る
１
月　

日
１２

（
水
）、　

日（
木
）の
２
日
間
、
下
記
の
と
お
り
市
町

１３

村
長
特
別
セ
ミ
ナ
ー
を
開
講
し
ま
す
。
今
回
は
、

「
新
年
度
の
地
方
財
政
と
こ
れ
か
ら
の
日
本
経
済

社
会
の
展
望
」
を
重
点
テ
ー
マ
と
し
て
い
ま
す
。

受
講
を
ご
希
望
の
方
は
、　

月　

日（
水
）ま
で

１２

２２

に
市
町
村
ア
カ
デ
ミ
ー
に
直
接
お
申
し
込
み
く
だ

さ
い
ま
す
よ
う
ご
案
内
申
し
上
げ
ま
す
。

な
お
、
市
町
村
長
に
限
ら
ず
、
助
役
、
収
入
役
の

方
も
受
講
で
き
ま
す
。

記

１
、
日　
　

時

平
成　

年
１
月　

日（
水
）　

時　

分
か
ら

１７

１２

１２

３０

　
　
　
〃　　
　
　

日（
木
）　

時　

分
ま
で

１３

１２

３０

２
、
講　
　

演

〔
１
月　

日（
水
）〕

１２

「
地
方
財
政
の
展
望
」

総
務
省
自
治
財
政
局
長 

瀧
野　

欣
彌
氏

「
富
国
有
徳
の
国
・
地
域
づ
く
り
」

国
際
日
本
文
化
研
究
セ
ン
タ
ー
教
授

 

川
勝　

平
太
氏

〔
１
月　

日（
木
）〕

１３

「
２
０
０
５
年
日
本
経
済
の
展
望
」

Ｕ
Ｆ
Ｊ
総
合
研
究
所
投
資
調
査
部
長

 

嶋
中　

雄
二
氏

「
ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
・
ス
ペ
シ
ャ
ル
福
祉
国
家
に

お
け
る
地
方
自
治
」

み
ず
ほ
銀
行
顧
問 

藤
井　
　

威
氏

前
ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
特
命
全
権
大
使

※
講
演
テ
ー
マ
等
に
つ
い
て
は
、
変
更
す
る

場
合
が
あ
り
ま
す
。

３
、
締　
　

切　
　

月　

日（
水
）

１２

２２

申
込
書
を
受
理
し
た
後
、
決
定
通
知
と
併
せ

て
必
要
な
事
項
を
連
絡
し
ま
す
。

４
、
参
加
費　

１
０
、
０
０
０
円

（
宿
泊
費
、
食
費
、
図
書
資
料
費
等
を
含
む
）

５
、
申
込
及
び
問
合
せ
先

市
町
村
ア
カ
デ
ミ
ー
研
修
部

〒
２
６
１
―
０
０
２
５

千
葉
市
美
浜
区
浜
田
１
―
１

電　

話　

０
４
３
―
２
７
６
―
３
１
２
６

Ｆ
Ａ
Ｘ　

０
４
３
―
２
７
６
―
５
２
５
１

※
研
修
の
概
要
や
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
等
は
、
同

ア
カ
デ
ミ
ー
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
ご
覧
に
な

れ
ま
す
。h

ttp
://w
w
w
.jam
p
.g
r.jp

（ 
   
    
 
 
    
 
  
    
）

�������������������������������������������
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随 想
　

人
口
も
一
番
多
い
時
で
六
、
一
〇
〇

人
で
し
た
が
、
昭
和
三
十
八
年
か
ら
三

十
九
年
、
四
十
年
と
三
ヶ
年
連
続
し
て

未
曾
有
の
大
水
害
が
発
生
し
、
村
内
全

域
に
甚
大
な
被
害
を
も
た
ら
し
、
死
者

行
方
不
明
者
十
一
名
、
家
屋
の
流
失
等

半
壊
以
上
が
二
四
七
戸
、
さ
ら
に
交
通

網
が
寸
断
さ
れ
、
農
林
地
の
被
災
も
多

く
、
全
村
が
壊
滅
的
な
打
撃
を
受
け
、

五
木
村
は
も
は
や
立
ち
上
が
る
こ
と
は

出
来
な
い
の
で
は
な
い
か
と
言
わ
れ
ま

し
た
。

　

し
か
し
な
が
ら
、
国
、
県
、
近
隣
市

町
村
の
暖
か
い
ご
支
援
と
、
村
民
の
力

強
い
復
興
へ
の
情
熱
に
よ
り
全
力
で
復

旧
に
取
り
組
む
こ
と
が
出
来
ま
し
た
。

　

一
方
で
は
三
年
連
続
の
水
害
を
目
の

前
に
し
て
、
千
人
近
く
の
村
民
が
村
外

へ
移
転
す
る
こ
と
に
な
り
ま
し
た
。

　

水
害
は
五
木
村
の
み
な
ら
ず
、
球
磨

川
流
域
全
体
に
及
び
、
当
時
の
被
害
額

は
一
千
億
円
以
上
と
な
り
、
水
害
か
ら

流
域
の
人
々
の
生
命
財
産
を
守
る
た
め

川
辺
川
に
洪
水
調
節
ダ
ム
を
早
急
に

造
っ
て
ほ
し
い
と
の
要
望
が
、
流
域
住

民
、
県
、
関
係
市
町
村
一
丸
と
な
っ
て

出
さ
れ
ま
し
た
。　

･

　

昭
和
四
十
一
年
、
国 
県
の
調
査
団

が
五
木
村
に
入
り
、
そ
の
半
年
後
に
は

川
辺
川
ダ
ム
建
設
計
画
が
発
表
さ
れ
ま

し
た
。

　

そ
の
規
模
は
、
高
さ
一
〇
七
メ
ー
ト

ル
、
貯
水
量
一
億
三
千
三
百
ト
ン
で
五

木
村
の
中
心
地
が
水
没
し
、
多
く
の
公

共
施
設
と
村
民
の
半
数
が
移
転
を
よ
ぎ

な
く
さ
れ
る
、
五
木
村
の
存
亡
に
係
る

重
大
な
も
の
で
あ
り
ま
し
た
。

村
で
は
議
会
、
全
村
民
あ
げ
て
ダ
ム
建

設
絶
対
反
対
を
唱
え
、
二
十
年
間
以
上

闘
い
続
け
、
一
部
の
水
没
団
体
で
は
裁

判
闘
争
ま
で
起
し
ま
し
た
。

　

し
か
し
な
が
ら
、
下
流
域
住
民
、
市

町
村
長
、
熊
本
県
、
関
係
県
議
会
議
員

の
強
い
要
請
と
、
福
岡
高
等
裁
判
所
で

の
和
解
勧
告
等
に
よ
り
、
苦
渋
の
選
択

と
し
て
、
五
木
村
は
全
村
民
合
意
の

下
、
ダ
ム
建
設
を
容
認
し
、
ダ
ム
に
よ

る
新
し
い
村
づ
く
り
を
目
指
し
て
立
村

計
画
を
樹
立
し
、
今
、
そ
の
実
現
に
向

か
い
、
村
民
一
丸
と
な
っ
て
取
り
組
ん

で
い
ま
す
。

　

と
こ
ろ
が
、
予
想
だ
に
し
な
か
っ
た

漁
業
補
償
と
ダ
ム
建
設
の
目
的
の
一
で

あ
る
、
農
業
利
水
事
業
の
問
題
で
、
ダ

ム
建
設
事
業
の
先
行
き
に
不
透
明
感
が

漂
っ
て
い
ま
す
。

　

い
ま
さ
ら
な
が
ら
、
五
木
村
民
の
苦

悩
と
犠
牲
は
な
ん
で
あ
っ
た
の
か
、
理

解
に
苦
し
ん
で
お
り
ま
す
。

組み立てて机の上に置き、日頃から時間外勤務の縮減に努めましょう。 総　務　省 

業
務
は
時
間
内
に
！ 

業
務
は
時
間
内
に
！

業
務
は
時
間
内
に
！ 

業
務
は
時
間
内
に
！ 

次
週
の
「
町
村
週
報
」
は
休
刊
さ

せ
て
い
た
だ
き
ま
す
。

次
号
は
一
月
十
日
発
行
で
す
。
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政
府
は
、　

月
３
日
、「
平
成　

年
度
の

１２

１６

少
子
化
社
会
白
書
」
を
閣
議
決
定
し
た
。

　

白
書
は
、
昨
年
９
月
施
行
の
少
子
化
社

会
対
策
基
本
法
に
基
づ
き
、
少
子
化
の
現

状
、
原
因
と
そ
の
背
景
な
ど
を
今
回
初
め

て
ま
と
め
た
。

　

少
子
化
の
現
状
は
、
平
成　

年
に
は
、

１５

出
生
数
は
１
１
２
万
人
、
合
計
特
殊
出
生

率
は
１
・　

と
、
い
ず
れ
も
戦
後
最
低
の

２９

水
準
と
な
っ
た
。
ま
た
、
そ
れ
に
伴
い　
１５

歳
未
満
の
年
少
人
口
は
、
平
成　

年
４
月

１６

１
日
現
在
、
１
、
７
８
０
万
人
、
総
人
口

比　

・
９
％
と
、
い
ず
れ
も
過
去
最
低
と

１３
な
っ
て
お
り
、
さ
ら
に
近
年
の
出
生
数
は

毎
年
２
〜
３
万
人
減
少
し
、
依
然
と
し
て

少
子
化
傾
向
が
進
む
こ
と
を
予
想
し
て
い

る
。

　

少
子
化
の
原
因
と
し
て
、「
未
婚
、
晩
婚

化
の
進
展
」
や
「
夫
婦
の
出
生
率
の
低
下
」

を
指
摘
。
背
景
に
は
、
女
性
の
社
会
進
出

に
伴
っ
て
「
仕
事
と
子
育
て
を
両
立
さ
せ

る
環
境
整
備
の
遅
れ
」
の
ほ
か
、
育
児
や

教
育
費
の
心
理
的
、
肉
体
的
、
経
済
的
負

担
に
よ
る
「
子
育
て
に
対
す
る
負
担
感
の

増
大
」
が
あ
る
と
し
て
い
る
。

　

少
子
化
の
流
れ
を
変
え
る
た
め
に
は
、

第
２
次
ベ
ビ
ー
ル
ー
ム
世
代
の
女
性
が　
３０

歳
代
前
半
の
出
産
期
に
あ
た
る
平
成　

年
１７

か
ら
の
５
年
間
を
「
少
子
化
の
流
れ
を
変

え
る
好
機
」
と
位
置
づ
け
「
出
産
や
子
育

て
に
メ
リ
ッ
ト
が
あ
る
と
認
識
で
き
る
施

策
を
積
極
的
に
展
開
す
る
こ
と
が
重
要
」

と
強
調
し
、
年
内
に
新
新
エ
ン
ゼ
ル
プ
ラ

ン
（
仮
称
）
を
策
定
す
る
と
し
て
い
る
。

少
子
化
社
会
白
書
ま
と
ま
る

地
球
温
暖
化
対
策
に
お
け
る
森
林
吸
収
源

対
策
に
つ
い
て
答
申 

―
林
政
審
議
会
―

　

入
湯
税
（
標
準
税
率
一
人
一
日
１
５
０

円
、
平
成　

年
度
決
算
額
２
４
８
億
円
）

１４

の
税
収
に
つ
い
て
は
、
現
在
、
鉱
泉
源
の

保
護
管
理
施
設
、
環
境
衛
生
施
設
及
び
消

防
施
設
の
整
備
、
観
光
振
興
に
要
す
る
費

用
に
だ
け
使
用
で
き
る
こ
と
と
な
っ
て
い

る
が
、
来
年
度
の
税
制
改
正
要
望
の
中

で
、
鉱
泉
源
の
保
護
管
理
施
設
の
整
備
及

び
温
泉
・
観
光
の
振
興
に
寄
与
す
る
も
の

に
要
す
る
費
用
に
限
定
す
る
よ
う
、
使
途

縮
小
の
要
望
が
出
さ
れ
て
い
た
。

　

こ
の
た
め
、
温
泉
観
光
地
等
の
町
村
で

組
織
し
て
い
る
全
国
観
光
地
所
在
町
村
協

議
会
（
会
長　

吉
村
久
則
・
鹿
児
島
県
霧

島
町
長
）
を
中
心
に
、
関
係
町
村
に
対
し
、

入
湯
税
の
使
途
に
つ
い
て
、
緊
急
に
聞
き

取
り
調
査
を
実
施
し
、
現
行
に
お
い
て
も

税
収
の　

・
４
％
が
あ
て
ら
れ
て
い
る
環

４１

境
衛
生
施
設
・
消
防
施
設
の
整
備
に
お
い

て
も
入
湯
税
が
重
要
な
役
割
を
果
た
し
て

い
る
こ
と
を
確
認
し
た
。

　

こ
れ
ら
の
動
き
を
踏
ま
え
、
直
ち
に

「
入
湯
税
の
現
行
制
度
堅
持
に
関
す
る
緊

急
要
望
」
を
決
定
し
、
関
係
国
会
議
員
や

関
係
省
庁
に
対
し
強
く
働
き
か
け
た
。

　

与
党
（
自
由
民
主
党
及
び
公
明
党
）
は
、

　

月　

日
、「
平
成　

年
度
税
制
改
正
大

１２

１５

１７

綱
」
を
取
り
ま
と
め
、
入
湯
税
に
つ
い
て

は
、
関
係
町
村
が
強
力
な
要
請
行
動
等
を

行
っ
た
結
果
、
現
行
制
度
が
堅
持
さ
れ
る

こ
と
と
な
っ
た
。

　

入
湯
税
に
つ
い
て
は
、
昨
年
は
任
意
税

化
の
議
論
が
あ
り
、
今
年
は
使
途
縮
小
の

税
制
改
正
要
望
が
出
さ
れ
た
と
こ
ろ
で
あ

る
が
、
地
方
自
治
体
は
、
今
後
も
入
湯
税

に
つ
い
て
、
使
途
を
明
確
に
す
る
こ
と
な

ど
情
報
公
開
に
積
極
的
に
努
め
、
入
湯
税

の
重
要
性
を
広
く
訴
え
て
い
く
必
要
が
あ

る
。 税

制

改

正

に

係

る

入
湯
税
の
動
向
に
つ
い
て

　

林
政
審
議
会
は
、
こ
の
ほ
ど
「
地
球
温

暖
化
対
策
に
お
け
る
森
林
吸
収
源
対
策
」

と
題
す
る
答
申
を
行
っ
た
。

　

現
在
の
水
準
で
整
備
を
進
め
た
場
合
、

京
都
議
定
書
の
約
束
期
間
（
２
０
０
８
〜

１
２
年
）
に
森
林
の
吸
収
機
能
に
よ
っ
て

削
減
す
る
二
酸
化
炭
素
（
Ｃ
Ｏ
２
）
の
量

は
２
・
６
％
に
と
ど
ま
る
と
し
、
３
・
９

％
の
吸
収
量
を
確
保
す
る
た
め
に
は
、
今

後
環
境
税
を
導
入
し
て
森
林
整
備
を
進
め

る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
と
し
た
。

　

答
申
の
中
で
、
森
林
吸
収
源
対
策
は
、

①
京
都
議
定
書
の
削
減
約
束
全
体（
６
％
）

に
占
め
る
ウ
エ
イ
ト
が
高
い
、
②
用
地
取

得
を
必
要
と
し
な
い
な
ど
社
会
的
制
約
が

少
な
く
、
短
期
間
で
の
確
実
な
実
行
が
可

能
で
あ
る
、
③
経
済
変
動
等
の
影
響
を
受

け
る
こ
と
な
く
、
一
定
程
度
の
吸
収
量
を

確
保
し
続
け
る
な
ど
の
性
格
を
持
つ
と
指

摘
。
さ
ら
に
④
循
環
型
社
会
の
構
築
、
⑤

経
済
活
性
化
や
雇
用
創
出
、
⑥
水
源
か
ん

養
、
生
物
多
様
性
の
保
全
、
国
土
の
保
全

な
ど
の
公
益
的
機
能
の
発
揮
等
に
も
寄
与

し
、
大
き
な
メ
リ
ッ
ト
を
生
み
出
す
と
説

明
し
て
い
る
。

　

ま
た
、
森
林
整
備
に
つ
い
て
は
、
地
球

温
暖
化
対
策
の
優
先
分
野
と
し
て
国
民
各

層
に
広
く
浸
透
し
て
お
り
、
森
林
対
策
に

活
用
す
る
新
た
な
費
用
負
担
へ
の
国
民
的

理
解
が
広
が
り
つ
つ
あ
る
と
し
、
安
定
的

な
財
源
を
確
保
し
て
緊
急
に
取
り
組
む
こ

と
で
国
際
約
束
の
達
成
と
緑
豊
か
な
社
会

の
実
現
を
図
っ
て
い
く
こ
と
が
必
要
で
あ

る
と
し
て
い
る
。



町 村 週 報第２５０３号 （第三種郵便物認可） 平成１６年１２月２０日 ２０

車両共済のご案内 
（自動車総合保険の車両保険） 

町村生協の自動車共済にご加入の皆様なら、 

車両共済（保険）は、お車が衝突接触・火災・盗難・台風・いたずらなどの 
偶然な事故によって損害を被った場合に共済（保険）金をお支払いします。 

 

免責なしのタイプ　 

お見積りのご請求・お申し込み・お問い合わせなどは、下記までご連絡ください。 

株式会社  千 里 
（取扱代理店） 

●フリーダイヤル　0120-731-087　（受付時間　月～金　午前９時３０分～午後５時） 
　 お電話の際には、車検証をお手元にご用意ください。 
●ＦＡＸ番号　　　 03-3519-7325 
●ホームページアドレス　ｈｔｔｐ：//ｗｗｗ．ｃｈｉｓａｔｏ-ａｇ．ｃｏ．ｊｐ 
〒１００－００１４　　東京都千代田区永田町１－１１－３２　全国町村会館西館内 
 

 

お車の条件　 

一般車両 
 

車両免責なし 車両免責５万円 

車対車+Ａ 
 

●「車両共済（保険）制度」は、全国町村職員生活協同組合と株式会社損害保険ジャパンとが集団扱契約を締結し、実施しているものであります。 

（※）上記掛金（保険料）は、町村生協の自動車共済で過去３年間無事故（９等級）の場合です。 
　　なお、掛金（保険料）は、型式、初度登録年月、年齢条件、運転者限定特約の有無、共済（保険）金額、等級などにより異なります。 

・通常に新規でご加入するよりも  
（町村生協の自動車共済で過去３年間無事故の場合は、９等級からスタートします。 
  詳しい内容につき ましては、取扱代理店の（株）千里にお問い合わせください。 ） 
 

・集団扱契約によりさらに 

で「車両共済(保険)」にご加入できます。 

掛金（保険料）例 

◎補償範囲・免責金額（自己負担額）は、各種加入タ
イプがあります。 

◎年齢・ご家族・ご夫婦など運転される方を限定する
と保険料が割引になります。 

　また、新車やエコカーなどはさらに保険料が割引
になります。 

車　　  　名　　 トヨタ　カローラ　　　 
型　　　  式　　 ＮＺＥ１２１　　　　　　 
初 度 登 録　　 平成１５年１月　　　　　 
年 齢 条 件　 ３０歳以上（家族限定） 
共済（保険）金額　   １６０万円　 

５１,０３０円 
 
２４,８９０円 

４２,４００円 
 
２０,６８０円 

４０％割引 

５％割引 


